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－ １３ － 
 

項番 項目 
属性 

（※Ｚ） 
ﾊ゙ ｲﾄ数 内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

７３ 
利用日数特例対象期間

３（終了） 
コード値 ６ 

利用日数に係る特例の適

用を受ける対象期間の終

了 年 月 ( 西 暦 年 月

(YYYYMM))を設定する 

△ △ △ 
※Ｙ 

※５ 

７４ 
利用日数特例対象期間

４（開始） 
コード値 ６ 

利用日数に係る特例の適

用を受ける対象期間の開

始 年 月 ( 西 暦 年 月

(YYYYMM))を設定する 

△ △ △ 
※Ｙ 

※５ 

７５ 
利用日数特例対象期間

４（終了） 
コード値 ６ 

利用日数に係る特例の適

用を受ける対象期間の終

了 年 月 ( 西 暦 年 月

(YYYYMM))を設定する 

△ △ △ 
※Ｙ 

※５ 

７６ 
就労継続Ａ型事業者負

担減免申し出有無 
コード値 １ 

就労継続Ａ型事業者負担

減免措置による利用者負

担減免申し出の有無をコ

ードで設定する 

◎ ◎ ◎ 

１:無し 

２:減額 

３:免除 

※５ 

７７ 
就労継続Ａ型事業者負

担減免開始年月日 
コード値 ８ 

就労継続Ａ型事業者負担

減免開始年月日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定する 

○ ○ ○ 

※Ｙ 

※５ 

※９ 

７８ 
就労継続Ａ型事業者負

担減免終了年月日 
コード値 ８ 

就労継続Ａ型事業者負担

減免終了年月日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定する 

△ △ ○ 
※Ｙ 

※５ 

７９ 
就労継続Ａ型事業者負

担減免額 
数値 ５ 

就労継続Ａ型事業者負担

減免額を設定する 
○ ○ ○ 

※５ 

※９ 

８０ 
事業運営安定化事業に

よる助成の有無 
コード値 １ 

事業運営安定化事業によ

る助成の届出の有無を設

定する 

◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※３１ 

８１ 
保障単位数 

（事業運営安定化） 
数値 ９ 

事業運営安定化事業によ

る助成の旧体系における

保障単位数を設定する 

○ ○ ○ 
※５、※９ 

※３１ 

８２ 
リハビリテーション加

算の有無 
コード値 １ 

リハビリテーション加算

の有無をコードで設定 
◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 

８３ 
福祉専門職員配置等加

算の有無 
コード値 １ 

福祉専門職員配置等加算

の有無をコードで設定 
◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

３：Ⅰ 

４：Ⅱ 

※５、※７ 

※３２ 

８４ 
地域生活移行個別支援

特別加算の有無 
コード値 １ 

地域生活移行個別支援特

別加算の有無をコードで

設定 

◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 

８５ 特定事業所加算区分 コード値 １ 
特定事業所加算区分をコ

ードで設定 
◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：Ⅰ 

３：Ⅱ 

４：Ⅲ 

※５、※７ 

８６ 
相談支援特定事業所加

算の有無 
コード値 １ 

相談支援特定事業所加算

の有無をコードで設定 
◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 



 

－１３－ － 
 

２ 

項番 項目 
属性 

（※Ｚ） 
ﾊ゙ ｲﾄ数 内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

１０２ 
主たる事業所サービス

種類コード１ 
コード値 ２ 

主たる事業所で実施して

いるサービスの種類を設

定 

△ △ △ 

※Ｃ 

※５、※９ 

※１４ 

※１６ 

１０３ 
福祉・介護職員処遇改善

加算キャリアパス区分 
コード値 １ 

福祉・介護職員処遇改善

加算キャリアパス区分を

コードで設定 

○ ○ ○ 

※５、※９ 

※１４ 

※１５ 

１０４ 
多機能型等定員区分 

（加算） 
コード値 ２ 

加算の算定に用いる定員

数をコードで設定 
△ △ △ 

※Ｃ 

※５、※７ 

※１７ 

１０５ 
移行時運営安定化事業

による助成の有無 
コード値 １ 

移行時運営安定化事業に

よる助成の届出の有無を

設定 

◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※１４ 

１０６ 
保障単位数 

（移行時運営安定化） 
数値 ９ 

移行時運営安定化事業に

おける保障単位数を設定 
○ ○ ○ 

※５、※９ 

※１４ 

１０７ 指定市町村番号 コード値 ６ 
当該事業所を所管する市

町村の番号を設定 
○ ○ ○ 

※１８ 

※１９ 

※Ｃ 

１０８ みなし指定の有無 コード値 １ 
みなし指定の有無をコー

ドで設定 
◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※５ 

※１８ 

※２６ 

１０９ 
福祉・介護職員処遇改善

特別加算の有無 
コード値 １ 

福祉・介護職員処遇改善

特別加算の有無をコード

で設定 

◎ ◎ ◎ 
１：無し 

２：有り 

※５ 

※１８ 

１１０ 
緊急短期入所体制確保

加算の有無 
コード値 １ 

緊急短期入所体制確保加

算の有無をコードで設定 
◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※５ 

※１８ 

１１１ 栄養士配置減算の有無 コード値 １ 
栄養士配置減算の有無を

コードで設定 
◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：非常勤栄

養士減算 

３：栄養士未

配置減算 

※５ 

※１８ 

１１２ 就労定着実績区分 コード値 １ 
就労定着実績区分をコー

ドで設定 
◎ ◎ ◎ 

※５ 

※１８ 

※２７ 

１１３ 

宿泊型自立訓練夜間防

災・緊急時支援体制加算

（Ⅰ）の有無 

コード値 １ 

宿泊型自立訓練夜間防

災・緊急時支援体制加算

（Ⅰ）の有無をコードで

設定 

◎ ◎ ◎ 
１：無し 

２：有り 

※５ 

※１８ 



 

－１３－ － 
 

４ 

項番 項目 
属性 

（※Ｚ） 
ﾊ゙ ｲﾄ数 内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

１２７ 
主たる事業所サービス

種類コード２ 
コード値 ２ 

主たる事業所で実施して

いるサービスの種類を設

定 

△ △ △ 

※Ｃ 

※５、※９ 

※３３ 

※３４ 

１２８ 延長支援加算の有無 コード値 １ 
延長支援加算の有無をコ

ードで設定 
◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※３３ 

１２９ 
移行準備支援体制加算

（Ⅰ）の有無 
コード値 １ 

移行準備支援体制加算

（Ⅰ）の有無をコードで

設定 

◎ ◎ ◎ 
１：無し 

２：有り 

※５、※３３ 

１３０ 
移行準備支援体制加算

（Ⅱ）の有無 
コード値 １ 

移行準備支援体制加算

（Ⅱ）の有無をコードで

設定 

◎ ◎ ◎ 
１：無し 

２：有り 

※５、※３３ 

１３１ 
共同生活介護夜間支援

体制加算（Ⅱ）の有無 
コード値 １ 

共同生活介護夜間支援体

制加算（Ⅱ）の有無をコ

ードで設定 

◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※３３ 

１３２ 

共同生活援助夜間防

災・緊急時支援体制加算

（Ⅱ）の有無 

コード値 １ 

共同生活援助夜間防災・

緊急時支援体制加算（Ⅱ）

の有無をコードで設定 

◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※３３ 

１３３ 

宿泊型自立訓練夜間防

災・緊急時支援体制加算

（Ⅱ）の有無 

コード値 １ 

宿泊型自立訓練夜間防

災・緊急時支援体制加算

（Ⅱ）の有無をコードで

設定 

◎ ◎ ◎ 
１：無し 

２：有り 

※５、※３３ 

※１：必須入力 ◎：必須、○：パターン毎に必須、△：任意設定、空白：不要 

※２：同一事業所番号、同一サービス種類において複数の指定基準での登録がある場合には、サービス

種類毎に「００」～「９９」までの番号を指定して登録する。 

 （対象サービス種類 ： 療養介護、生活介護、施設入所支援、共同生活介護、共同生活援助、児童

デイサービス（異動年月日の年月が平成２４年３月以前の場合）、特定旧法指定施設（異動年月日の

年月が平成２４年３月以前の場合）） 

   また、上記以外については「００」を登録する。 

※３：当該サービスに関わる事業所を登録した市町村のコードを設定する。 

※４：指定年月日を設定する。 

※５：サービス種類等により体制の無い加算については“０”または“NULL”を設定する。 それ以外の値

が設定された場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

※６：異動年月日の年月が平成 21 年 3 月以前の場合設定可とし、平成 21 年 4 月以降の情報に設定した

場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

※７：異動年月日の年月が平成 21 年 3 月以前の場合、“０”または“NULL”を設定する。 それ以外の値が

設定された場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

※８：「２：有り」は、異動年月日の年月が平成 21 年 3 月以前の場合設定可とする。 

※９：対応する項目が「2：有り」の場合（「就労継続 A 型事業者負担減免申し出有無」は「2：減額」又は「3：

免除」の場合）にのみ設定する。 

 

 



 

－１３－ － 
 

５ 

※１０：「就労移行支援体制加算区分」には以下の内容をコードで設定する。 

   １：無し 

 ２：前年度の定着率が５分以上１割５分未満 

   ３：前年度の定着率が１割５分以上２割５分未満 

   ４：前年度の定着率が２割５分以上３割５分未満 

   ５：前年度の定着率が３割５分以上４割５分未満 

   ６：前年度の定着率が４割５分以上 

※１１：旧知的障害者通所更生施設および旧知的障害者通所授産施設の場合は「栄養管理体制加算の

基準」と読み替えて使用する。 

※１２：児童デイサービスの定員区分は、異動年月日の年月が平成２１年４月以降の場合「定員数」を、平

成２１年３月以前の場合「平均利用人員数」をコードで設定する。 

※１３：施設入所支援の場合は「夜間看護体制加算」と読み替えて使用する。 

但し、施設入所支援および生活介護について、障害児施設から移行し、経過措置により事業者指

定を受けた障害者支援施設の場合、「看護師配置加算の有無」と読み替えて使用する。 

※１４：異動年月日の年月が平成２１年９月以前の場合、“０”または“NULL”を設定する。 それ以外の値

が設定された場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 
※１５：異動年月日の年月が平成２２年９月以前の場合「２」を設定する。それ以外の値が設定された場合

はエラーとし台帳への登録は行わない。（平成２２年９月以前のコード「１：非該当」「２：該当」） 
    異動年月日の年月が平成２２年１０月以降の場合、以下の内容をコードで設定する。 

１：減算なし 

２：20％減算（キャリアパス要件、定量的要件） 

３：10％減算（キャリアパス要件） 

４：10％減算（定量的要件） 

    異動年月日の年月が平成２４年４月以降の場合、以下の内容をコードで設定する。 
１：Ⅰ 

２：Ⅲ（キャリアパス要件、定量的要件） 

３：Ⅱ（キャリアパス要件） 

４：Ⅱ（定量的要件） 

※１６：障害者支援施設における日中活動サービスの場合は施設入所支援を、障害者支援施設と一体的

に管理運営されている従たる事業所の場合は主たる事業所のサービス種類を、短期入所（併設型、

空床型）の場合は本体施設のサービス種類をコードで設定する。 

※１７：多機能型事業所または複数の単位でサービス提供している事業所において、一体的な管理による

定員と当該サービス種類または単位における定員が異なる場合、個々の定員数に応じた定員区分

をコードで設定する。 

当該定員区分は、以下の加算を算定する際の定員となる。 

生活介護・・・人員配置体制加算 

施設入所支援・・・夜勤職員配置体制加算 

就労継続支援Ａ型・・・重度者支援体制加算 

就労継続支援Ｂ型・・・重度者支援体制加算、目標工賃達成指導員配置加算 

 



 

－１３－ － 
 

６ 

※１８：異動年月日の年月が平成２４年３月以前の場合、“０”または“NULL”を設定する。 それ以外の値

が設定された場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 
※１９：市町村が指定した場合のみ当該サービスに関わる事業所を指定した市町村のコードを設定する。 

※２０：施設入所支援および生活介護について、障害児施設から移行し、経過措置により事業者指定を受

けた障害者支援施設の場合、「２１：一級地（旧障害児施設）」から「２８：その他（旧障害児施設）」

より該当する内容をコードで設定する。 

※２１：施設入所支援について、障害児施設から移行し、経過措置により事業者指定を受けた障害者支援

施設以外の場合、「１：当該施設が単独施設」を設定する。 

※２２：生活介護について、障害児施設から移行し、経過措置により事業者指定を受けた障害者支援施設

の場合、「１０：Ⅹ型」を設定する。 

※２３：施設入所支援および生活介護の場合、「強度行動障害加算体制整備の有無」と読み替えて使用

する。 

※２４：生活介護について、「１：無し」、または「５：定員８１人以上」より該当する内容をコードで設定する。

共同生活介護について、「1：無し」、「２：定員８人以上」、「３：定員２１人以上」、または「４：定員２１

人以上（一体的な運営が行われている場合）」より該当する内容をコードで設定する。 

共同生活援助について、「１：無し」、「２：定員８人以上」、または「３：定員２１人以上」より該当する

内容をコードで設定する。 

※２５：異動年月日の年月が平成２４年３月以前の場合「１」又は「２」を設定する。それ以外の値が設定さ

れた場合はエラーとし台帳への登録は行わない。（平成２４年３月以前のコード「１：無し」「２：有

り」） 
※２６：療養介護、施設入所支援および生活介護について、障害児施設から移行し、経過措置により事業

者指定を受けた障害者支援施設の場合、「２：有り」を設定する。 

※２７：異動年月日の年月が平成２４年９月以前の場合、「１：無し」を設定する。それ以外の値が設定され

た場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

異動年月日の年月が平成２４年１０月以降の場合、以下の内容をコードで設定する。 

   １：無し 

 ２：過去３年間の定着率がゼロ 

   ３：過去４年間の定着率がゼロ 

※２８：施設入所支援および生活介護について、障害児施設から移行し、経過措置により事業者指定を受

けた障害者支援施設以外の場合、設定しない。 

※２９：基準該当事業所の場合、設定しない。 

※３０：指定更新申請中区分を「２：有り」として設定し異動連絡票情報を登録した場合、指定更新が行わ

れた際に当該異動連絡票情報の指定更新申請中区分および指定有効開始年月日、指定有効終

了年月日を指定更新後の内容へ訂正する必要は無い。 

※３１：異動年月日の年月が平成２４年４月以降の場合、「事業運営安定化事業」は「新体系定着支援事

業」と読み替えて使用する。 

※３２：「２：有り」は、異動年月日の年月が平成２５年３月以前の場合設定可、「３：Ⅰ」「４：Ⅱ」は平成２５

年４月以降の場合設定可とする。 

※３３：異動年月日の年月が平成２５年３月以前の場合、“０”または“NULL”を設定する。 それ以外の値

が設定された場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 
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７ 

※３４：一体型共同生活介護事業所、または一体型共同生活援助事業所にて短期入所を実施する場合、

「共同生活介護」、または「共同生活援助」のサービス種類をコードで設定する。 

なお、「主たる事業所サービス種類コード１」とは異なるサービス種類を設定する。 

※Ｂ：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅰ．障害福祉サービス等 1.2 インタフェース一覧」参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 

※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。 



 

－ １４ － 
 

【 異動年月日の年月が平成２５年４月以降の場合 】                                                         

サービス種類 施設等の区分 人員配置区分 障害児施設区分 

定
員
区
分 

送
迎
加
算 

利
用
定
員
数 

旧
法
施
設
定
員
数 

新
事
業
移
行
施
設
区
分 

栄
養
士
配
置
加
算
の
基
準 

看
護
職
員
配
置
加
算
の
有
無 

強
度
行
動
障
害
者
特
別
支
援
加
算 

経
過
的
居
宅
介
護
利
用
型
区
分 

視
覚
・
聴
覚
言
語
障
害
者
支
援
体
制
加
算 

自
活
訓
練
加
算
（Ⅰ
） 

自
活
訓
練
加
算
（Ⅱ
） 

重
度
障
害
者
支
援
加
算 

重
度
障
害
者
支
援
（
体
制
）
加
算
Ⅰ
（基
本
） 

重
度
障
害
者
支
援
（
体
制
）
加
算
Ⅰ
（重
度
） 

重
度
障
害
者
支
援
加
算
Ⅱ 

重
度
重
複
障
害
者
加
算 

就
労
移
行
支
援
体
制
加
算 

小
規
模
事
業
加
算 

常
勤
医
師
加
算 

食
事
提
供
体
制
加
算 

訪
問
訓
練 

自
立
生
活
支
援
加
算 

神
経
内
科
医
加
算 

精
神
障
害
者
退
院
支
援
施
設
加
算 

短
期
滞
在
加
算 

目
標
工
賃
達
成
加
算 

共
同
生
活
介
護
夜
間
支
援
体
制
加
算
（
Ⅰ
） 

11： 居宅介護                                                               

12： 重度訪問介護                                                               

13： 行動援護                                                               

14： 重度包括                                                               

15： 同行援護                                                               

21： 療養介護   
01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型 

  ○   ○ ○                                                 
04 Ⅳ型 05 Ⅴ型 

22： 生活介護 

1 一般 01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型 01 知的障害の場合 

○ ○ ○ ○   ○ ○ ○   ○ ○ ○                 ○               

2 小規模多機能 04 Ⅳ型 05 Ⅴ型 06 Ⅵ型 02 自閉症の場合 

3 当該施設が単独施設 07 Ⅶ型 08 Ⅷ型 09 Ⅸ型 03 盲の場合 

4 当該施設に併設する施設 10 Ⅹ型 04 ろうあの場合 

   が主たる施設   05 肢体不自由の場合 

5 当該施設が主たる施設     

24： 短期入所 1 福祉型  2 医療型       ○       ○                             ○               

31： 共同生活介護   01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型       ○ ○         ○       ○                   ○         ○ 

32： 施設入所支援 

1 当該施設が単独施設 

  

01 知的障害の場合 

○   ○ ○   ○ ○ ○     ○ ○   ○ ○ ○                         

2 当該施設に併設する施設 02 自閉症の場合 

  が主たる施設 03 盲の場合 

3 当該施設が主たる施設 04 ろうあの場合 

  05 肢体不自由の場合 

33： 共同生活援助   
01 Ⅲ型 02 Ⅳ型 03 Ⅰ型   

    ○ ○         ○                           ○           
04 Ⅱ型   

34： 宿泊型自立訓練         ○         ○                           ○               

41： 自立訓練（機能訓練）       ○ ○ ○ ○           ○                     ○ ○             

42： 自立訓練（生活訓練）       ○ ○ ○ ○     ○     ○                     ○ ○     ○ ○     

43： 就労移行支援       ○ ○ ○ ○           ○                     ○       ○       

44： 
就労移行支援 

    
  

○ ○ ○ ○           ○                     ○               
（養成施設）   

45： 就労継続支援（Ａ型）   
01 Ⅰ型（7.5：1）   

○ ○ ○ ○           ○               ○     ○               
02 Ⅱ型（10：1）   

46： 就労継続支援（Ｂ型）   
01 Ⅰ型（7.5：1）   

○ ○ ○ ○           ○               ○     ○           ○   
02 Ⅱ型（10：1）   

52： 計画相談支援                                                               

53： 地域移行支援                                                               

54： 地域定着支援                                                               

 



 

－ １４－  － 
 
 

１

【 異動年月日の年月が平成２５年４月以降の場合 】                                                         

サービス種類 施設等の区分 人員配置区分 障害児施設区分 

夜
間
支
援
体
制
加
算
（小
規
模
事
業
所
） 

大
規
模
住
居
等
減
算 

利
用
定
員
超
過
に
よ
る
減
算 

職
員
欠
如
に
よ
る
減
算 

標
準
利
用
期
間
超
過
減
算 

利
用
日
数
特
例
届
出
有
無 

就
労
継
続
Ａ
型
事
業
者
負
担
減
免
有
無 

事
業
運
営
安
定
化
事
業
助
成
の
有
無 

保
障
単
位
数
（
事
業
運
営
安
定
化
） 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
加
算 

福
祉
専
門
職
員
配
置
等
加
算 

地
域
生
活
移
行
個
別
支
援
特
別
加
算 

特
定
事
業
所
加
算
区
分 

相
談
支
援
特
定
事
業
所
加
算 

指
導
員
加
配
加
算 

通
勤
者
生
活
支
援
加
算 

就
労
移
行
支
援
体
制
加
算
区
分 

就
労
支
援
関
係
研
修
修
了
加
算 

目
標
工
賃
達
成
指
導
員
配
置
加
算 

単
独
型
加
算 

小
規
模
定
員
加
算 

共
同
生
活
援
助
夜
間
防
災
・緊
急
時
支
援
体
制
加
算
（
Ⅰ
） 

重
度
者
支
援
体
制
加
算 

人
員
配
置
体
制
加
算 

夜
勤
職
員
配
置
体
制
加
算 

地
域
移
行
支
援
体
制
強
化
加
算 

視
覚
障
害
者
専
門
職
員
配
置 

福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
の
有
無 

11： 居宅介護                               ○                             ○ 

12： 重度訪問介護                               ○                             ○ 

13： 行動援護                               ○                             ○ 

14： 重度包括                                                             ○ 

15： 同行援護                               ○                             ○ 

21： 療養介護   
01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型 

      ○ ○            ○                         ○       ○ 
04 Ⅳ型 05 Ⅴ型 

22： 生活介護 

1 一般 01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型 01 知的障害の場合 

  ○ ○ ○   ○     ○ ○                         ○       ○ 

2 小規模多機能 04 Ⅳ型 05 Ⅴ型 06 Ⅵ型 02 自閉症の場合 

3 当該施設が単独施設 07 Ⅶ型 08 Ⅷ型 09 Ⅸ型 03 盲の場合 

4 当該施設に併設する施設 10 Ⅹ型 04 ろうあの場合 

   が主たる施設   05 肢体不自由の場合 

5 当該施設が主たる施設     

24： 短期入所 1 福祉型  2 医療型         ○ ○                               ○               ○ 

31： 共同生活介護   01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型     ○   ○            ○ ○       ○                       ○ 

32： 施設入所支援 

1 当該施設が単独施設 

  

01 知的障害の場合 

    ○ ○           ○ ○                         ○     ○ 

2 当該施設に併設する施設 02 自閉症の場合 

  が主たる施設 03 盲の場合 

3 当該施設が主たる施設 04 ろうあの場合 

  05 肢体不自由の場合 

33： 共同生活援助   
01 Ⅲ型 02 Ⅳ型 03 Ⅰ型   

  ○   ○            ○ ○       ○           ○           ○ 
04 Ⅱ型   

34： 宿泊型自立訓練           ○ ○            ○ ○       ○                   ○   ○ 

41： 自立訓練（機能訓練）           ○ ○ ○ ○     ○ ○                               ○ ○ 

42： 自立訓練（生活訓練）           ○ ○ ○ ○       ○                                 ○ 

43： 就労移行支援           ○ ○ ○ ○       ○           ○ ○                   ○ 

44： 
就労移行支援 

    
  

    ○ ○ ○ ○       ○           ○ ○                   ○ 
（養成施設）   

45： 就労継続支援（Ａ型）   
01 Ⅰ型（7.5：1）   

    ○ ○   ○ ○     ○                       ○         ○ 
02 Ⅱ型（10：1）   

46： 就労継続支援（Ｂ型）   
01 Ⅰ型（7.5：1）   

    ○ ○   ○        ○               ○       ○         ○ 
02 Ⅱ型（10：1）   

52： 計画相談支援                                                               

53： 地域移行支援                                                               

54： 地域定着支援                                                               

 



 

－ １４－  － 
 
 

２

 【 異動年月日の年月が平成２５年４月以降の場合 】                                                     

サービス種類 施設等の区分 人員配置区分 障害児施設区分 

主
た
る
事
業
所
サ
ー
ビ
ス
種
類
コ
ー
ド
１ 

福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
区
分 

多
機
能
型
等
定
員
区
分
（
加
算
） 

移
行
時
運
営
安
定
化
事
業
助
成
の
有
無 

保
障
単
位
数
（
移
行
時
運
営
安
定
化
） 

み
な
し
指
定
の
有
無 

福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
特
別
加
算
の
有
無 

緊
急
短
期
入
所
体
制
確
保
加
算
の
有
無 

栄
養
士
配
置
減
算
の
有
無 

就
労
定
着
実
績
区
分 

宿
泊
型
自
立
訓
練
夜
間
防
災
・
緊
急
時
支
援
体
制
加
算
（
Ⅰ
）

の
有
無 

職
業
指
導
員
体
制
の
有
無 

重
度
知
的
障
害
児
収
容
棟
設
置
の
有
無 

肢
体
不
自
由
児
施
設
重
度
病
棟
設
置
の
有
無 

心
理
担
当
職
員
配
置
加
算
の
有
無 

小
規
模
グ
ル
ー
プ
ケ
ア
加
算
の
有
無 

児
童
発
達
支
援
管
理
責
任
者
専
任
加
算
の
有
無 

障
害
児
施
設
区
分 

送
迎
加
算
（重
度
） 

主
た
る
事
業
所
サ
ー
ビ
ス
種
類
コ
ー
ド
２ 

延
長
支
援
加
算
の
有
無 

移
行
準
備
支
援
体
制
加
算
（Ⅰ
）の
有
無 

移
行
準
備
支
援
体
制
加
算
（Ⅱ
）の
有
無 

共
同
生
活
介
護
夜
間
支
援
体
制
加
算
（
Ⅱ
）の
有
無 

共
同
生
活
援
助
夜
間
防
災
・
緊
急
時
支
援
体
制
加
算
（
Ⅱ
）
の

有
無 

宿
泊
型
自
立
訓
練
夜
間
防
災
・
緊
急
時
支
援
体
制
加
算
（
Ⅱ
）

の
有
無 

11： 居宅介護         ○         ○                                       

12： 重度訪問介護         ○         ○                                       

13： 行動援護         ○         ○                                       

14： 重度包括         ○         ○                                       

15： 同行援護         ○         ○                                       

21： 療養介護   
01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型 

    ○       ○ ○                                       
04 Ⅳ型 05 Ⅴ型 

22： 生活介護 

1 一般 01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型 01 知的障害の場合 

○ ○ ○     ○ ○         ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○           

2 小規模多機能 04 Ⅳ型 05 Ⅴ型 06 Ⅵ型 02 自閉症の場合 

3 当該施設が単独施設 07 Ⅶ型 08 Ⅷ型 09 Ⅸ型 03 盲の場合 

4 当該施設に併設する施設 10 Ⅹ型 04 ろうあの場合 

   が主たる施設   05 肢体不自由の場合 

5 当該施設が主たる施設     

24： 短期入所 1 福祉型  2 医療型     ○ ○         ○ ○                       ○             

31： 共同生活介護   01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型     ○         ○                                 ○     

32： 施設入所支援 

1 当該施設が単独施設 

  

01 知的障害の場合 

  ○ ○     ○ ○   ○     ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○                 

2 当該施設に併設する施設 02 自閉症の場合 

  が主たる施設 03 盲の場合 

3 当該施設が主たる施設 04 ろうあの場合 

  05 肢体不自由の場合 

33： 共同生活援助   
01 Ⅲ型 02 Ⅳ型 03 Ⅰ型   

  ○         ○                                   ○   
04 Ⅱ型   

34： 宿泊型自立訓練         ○         ○       ○                             ○ 

41： 自立訓練（機能訓練）       ○ ○         ○                                       

42： 自立訓練（生活訓練）       ○ ○         ○                                       

43： 就労移行支援       ○ ○         ○     ○                       ○ ○       

44： 
就労移行支援 

    
  

○ ○         ○     ○                       ○         
（養成施設）   

45： 就労継続支援（Ａ型）   
01 Ⅰ型（7.5：1）   

○ ○ ○       ○                                       
02 Ⅱ型（10：1）   

46： 就労継続支援（Ｂ型）   
01 Ⅰ型（7.5：1）   

○ ○ ○       ○                                       
02 Ⅱ型（10：1）   

52： 計画相談支援                                                           

53： 地域移行支援                 ○                                         

54： 地域定着支援                 ○                                         



 

－ １４－  － 
 
 

３

 
【 異動年月日の年月が平成２４年４月～平成２５年３月の場合 】                                                         

サービス種類 施設等の区分 人員配置区分 障害児施設区分 

定
員
区
分 

送
迎
加
算 

利
用
定
員
数 

旧
法
施
設
定
員
数 

新
事
業
移
行
施
設
区
分 

栄
養
士
配
置
加
算
の
基
準 

看
護
職
員
配
置
加
算
の
有
無 

強
度
行
動
障
害
者
特
別
支
援
加
算 

経
過
的
居
宅
介
護
利
用
型
区
分 

視
覚
・
聴
覚
言
語
障
害
者
支
援
体
制
加
算 

自
活
訓
練
加
算
（Ⅰ
） 

自
活
訓
練
加
算
（Ⅱ
） 

重
度
障
害
者
支
援
加
算 

重
度
障
害
者
支
援
（
体
制
）
加
算
Ⅰ
（基
本
） 

重
度
障
害
者
支
援
（
体
制
）
加
算
Ⅰ
（重
度
） 

重
度
障
害
者
支
援
加
算
Ⅱ 

重
度
重
複
障
害
者
加
算 

就
労
移
行
支
援
体
制
加
算 

小
規
模
事
業
加
算 

常
勤
医
師
加
算 

食
事
提
供
体
制
加
算 

訪
問
訓
練 

自
立
生
活
支
援
加
算 

神
経
内
科
医
加
算 

精
神
障
害
者
退
院
支
援
施
設
加
算 

短
期
滞
在
加
算 

目
標
工
賃
達
成
加
算 

共
同
生
活
介
護
夜
間
支
援
体
制
加
算
（
Ⅰ
） 

11： 居宅介護                                                               

12： 重度訪問介護                                                               

13： 行動援護                                                               

14： 重度包括                                                               

15： 同行援護                                                               

21： 療養介護   
01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型 

  ○   ○ ○                                                 
04 Ⅳ型 05 Ⅴ型 

22： 生活介護 

1 一般 01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型 01 知的障害の場合 

○ ○ ○ ○   ○ ○ ○   ○ ○ ○                 ○               

2 小規模多機能 04 Ⅳ型 05 Ⅴ型 06 Ⅵ型 02 自閉症の場合 

3 当該施設が単独施設 07 Ⅶ型 08 Ⅷ型 09 Ⅸ型 03 盲の場合 

4 当該施設に併設する施設 10 Ⅹ型 04 ろうあの場合 

   が主たる施設   05 肢体不自由の場合 

5 当該施設が主たる施設     

24： 短期入所 1 福祉型  2 医療型       ○       ○                             ○               

31： 共同生活介護   01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型       ○ ○         ○       ○                   ○         ○ 

32： 施設入所支援 

1 当該施設が単独施設 

  

01 知的障害の場合 

○   ○ ○   ○ ○ ○     ○ ○   ○ ○ ○                         

2 当該施設に併設する施設 02 自閉症の場合 

  が主たる施設 03 盲の場合 

3 当該施設が主たる施設 04 ろうあの場合 

  05 肢体不自由の場合 

33： 共同生活援助   
01 Ⅲ型 02 Ⅳ型 03 Ⅰ型   

    ○ ○         ○                           ○           
04 Ⅱ型   

34： 宿泊型自立訓練         ○         ○                           ○               

41： 自立訓練（機能訓練）       ○ ○ ○ ○           ○                     ○ ○             

42： 自立訓練（生活訓練）       ○ ○ ○ ○     ○     ○                     ○ ○     ○ ○     

43： 就労移行支援       ○ ○ ○ ○           ○                     ○       ○       

44： 
就労移行支援 

    
  

○ ○ ○ ○           ○                     ○               
（養成施設）   

45： 就労継続支援（Ａ型）   
01 Ⅰ型（7.5：1）   

○ ○ ○ ○           ○               ○     ○               
02 Ⅱ型（10：1）   

46： 就労継続支援（Ｂ型）   
01 Ⅰ型（7.5：1）   

○ ○ ○ ○           ○               ○     ○           ○   
02 Ⅱ型（10：1）   

52： 計画相談支援                                                               

53： 地域移行支援                                                               

54： 地域定着支援                                                               



 

－ １４－  － 
 
 

４

 
【 異動年月日の年月が平成２４年４月～平成２５年３月の場合 】                                                         

サービス種類 施設等の区分 人員配置区分 障害児施設区分 

夜
間
支
援
体
制
加
算
（小
規
模
事
業
所
） 

大
規
模
住
居
等
減
算 

利
用
定
員
超
過
に
よ
る
減
算 

職
員
欠
如
に
よ
る
減
算 

標
準
利
用
期
間
超
過
減
算 

利
用
日
数
特
例
届
出
有
無 

就
労
継
続
Ａ
型
事
業
者
負
担
減
免
有
無 

事
業
運
営
安
定
化
事
業
助
成
の
有
無 

保
障
単
位
数
（
事
業
運
営
安
定
化
） 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
加
算 

福
祉
専
門
職
員
配
置
等
加
算 

地
域
生
活
移
行
個
別
支
援
特
別
加
算 

特
定
事
業
所
加
算
区
分 

相
談
支
援
特
定
事
業
所
加
算 

指
導
員
加
配
加
算 

通
勤
者
生
活
支
援
加
算 

就
労
移
行
支
援
体
制
加
算
区
分 

就
労
支
援
関
係
研
修
修
了
加
算 

目
標
工
賃
達
成
指
導
員
配
置
加
算 

単
独
型
加
算 

小
規
模
定
員
加
算 

共
同
生
活
援
助
夜
間
防
災
・緊
急
時
支
援
体
制
加
算
（
Ⅰ
） 

重
度
者
支
援
体
制
加
算 

人
員
配
置
体
制
加
算 

夜
勤
職
員
配
置
体
制
加
算 

地
域
移
行
支
援
体
制
強
化
加
算 

視
覚
障
害
者
専
門
職
員
配
置 

福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
の
有
無 

11： 居宅介護                               ○                             ○ 

12： 重度訪問介護                               ○                             ○ 

13： 行動援護                               ○                             ○ 

14： 重度包括                                                             ○ 

15： 同行援護                               ○                             ○ 

21： 療養介護   
01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型 

      ○ ○       ○ ○   ○                         ○       ○ 
04 Ⅳ型 05 Ⅴ型 

22： 生活介護 

1 一般 01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型 01 知的障害の場合 

  ○ ○ ○   ○   ○ ○ ○ ○                         ○       ○ 

2 小規模多機能 04 Ⅳ型 05 Ⅴ型 06 Ⅵ型 02 自閉症の場合 

3 当該施設が単独施設 07 Ⅶ型 08 Ⅷ型 09 Ⅸ型 03 盲の場合 

4 当該施設に併設する施設 10 Ⅹ型 04 ろうあの場合 

   が主たる施設   05 肢体不自由の場合 

5 当該施設が主たる施設     

24： 短期入所 1 福祉型  2 医療型         ○ ○                               ○               ○ 

31： 共同生活介護   01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型     ○   ○       ○ ○   ○ ○       ○                       ○ 

32： 施設入所支援 

1 当該施設が単独施設 

  

01 知的障害の場合 

    ○ ○       ○ ○   ○ ○                         ○     ○ 

2 当該施設に併設する施設 02 自閉症の場合 

  が主たる施設 03 盲の場合 

3 当該施設が主たる施設 04 ろうあの場合 

  05 肢体不自由の場合 

33： 共同生活援助   
01 Ⅲ型 02 Ⅳ型 03 Ⅰ型   

  ○   ○       ○ ○   ○ ○       ○           ○           ○ 
04 Ⅱ型   

34： 宿泊型自立訓練           ○ ○       ○ ○   ○ ○       ○                   ○   ○ 

41： 自立訓練（機能訓練）           ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○                               ○ ○ 

42： 自立訓練（生活訓練）           ○ ○ ○ ○   ○ ○   ○                                 ○ 

43： 就労移行支援           ○ ○ ○ ○   ○ ○   ○           ○ ○                   ○ 

44： 
就労移行支援 

    
  

    ○ ○ ○ ○   ○ ○   ○           ○ ○                   ○ 
（養成施設）   

45： 就労継続支援（Ａ型）   
01 Ⅰ型（7.5：1）   

    ○ ○   ○ ○ ○ ○   ○                       ○         ○ 
02 Ⅱ型（10：1）   

46： 就労継続支援（Ｂ型）   
01 Ⅰ型（7.5：1）   

    ○ ○   ○   ○ ○   ○               ○       ○         ○ 
02 Ⅱ型（10：1）   

52： 計画相談支援                                                               

53： 地域移行支援                                                               

54： 地域定着支援                                                               



 

－ １４－  － 
 
 

５

 
 

【 異動年月日の年月が平成２４年４月～平成２５年３月の場合 】                                       

サービス種類 施設等の区分 人員配置区分 障害児施設区分 

主
た
る
事
業
所
サ
ー
ビ
ス
種
類
コ
ー
ド 

福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
区
分 

多
機
能
型
等
定
員
区
分
（
加
算
） 

移
行
時
運
営
安
定
化
事
業
助
成
の
有
無 

保
障
単
位
数
（
移
行
時
運
営
安
定
化
） 

み
な
し
指
定
の
有
無 

福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
特
別
加
算
の
有
無 

緊
急
短
期
入
所
体
制
確
保
加
算
の
有
無 

栄
養
士
配
置
減
算
の
有
無 

就
労
定
着
実
績
区
分 

宿
泊
型
自
立
訓
練
夜
間
防
災
・
緊
急
時
支
援
体
制
加
算
（
Ⅰ
）

の
有
無 

職
業
指
導
員
体
制
の
有
無 

重
度
知
的
障
害
児
収
容
棟
設
置
の
有
無 

肢
体
不
自
由
児
施
設
重
度
病
棟
設
置
の
有
無 

心
理
担
当
職
員
配
置
加
算
の
有
無 

小
規
模
グ
ル
ー
プ
ケ
ア
加
算
の
有
無 

児
童
発
達
支
援
管
理
責
任
者
専
任
加
算
の
有
無 

障
害
児
施
設
区
分 

送
迎
加
算
（重
度
） 

11： 居宅介護         ○         ○                         

12： 重度訪問介護         ○         ○                         

13： 行動援護         ○         ○                         

14： 重度包括         ○         ○                         

15： 同行援護         ○         ○                         

21： 療養介護   
01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型 

    ○       ○ ○                         
04 Ⅳ型 05 Ⅴ型 

22： 生活介護 

1 一般 01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型 01 知的障害の場合 

○ ○ ○     ○ ○         ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

2 小規模多機能 04 Ⅳ型 05 Ⅴ型 06 Ⅵ型 02 自閉症の場合 

3 当該施設が単独施設 07 Ⅶ型 08 Ⅷ型 09 Ⅸ型 03 盲の場合 

4 当該施設に併設する施設 10 Ⅹ型 04 ろうあの場合 

   が主たる施設   05 肢体不自由の場合 

5 当該施設が主たる施設     

24： 短期入所 1 福祉型  2 医療型     ○ ○         ○ ○                       

31： 共同生活介護   01 Ⅰ型 02 Ⅱ型 03 Ⅲ型     ○         ○                         

32： 施設入所支援 

1 当該施設が単独施設 

  

01 知的障害の場合 

  ○ ○     ○ ○   ○     ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

2 当該施設に併設する施設 02 自閉症の場合 

  が主たる施設 03 盲の場合 

3 当該施設が主たる施設 04 ろうあの場合 

  05 肢体不自由の場合 

33： 共同生活援助   
01 Ⅲ型 02 Ⅳ型 03 Ⅰ型   

  ○         ○                         
04 Ⅱ型   

34： 宿泊型自立訓練         ○         ○       ○                 

41： 自立訓練（機能訓練）       ○ ○         ○                         

42： 自立訓練（生活訓練）       ○ ○         ○                         

43： 就労移行支援       ○ ○         ○     ○                   

44： 
就労移行支援 

    
  

○ ○         ○     ○                   
（養成施設）   

45： 就労継続支援（Ａ型）   
01 Ⅰ型（7.5：1）   

○ ○ ○       ○                         
02 Ⅱ型（10：1）   

46： 就労継続支援（Ｂ型）   
01 Ⅰ型（7.5：1）   

○ ○ ○       ○                         
02 Ⅱ型（10：1）   

52： 計画相談支援                                             

53： 地域移行支援                 ○                           

54： 地域定着支援                 ○                           



 

－ ２３ － 
 

項番 項目 属性 
（※Ｚ） ﾊﾞｲﾄ数 内容 必須入力 

（※１） 
備考 

８０ 
就労継続Ａ型事業者負

担減免終了年月日 
コード値 ８ 

就労継続Ａ型事業者負担減免

終 了 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

△ ※Ｙ 

※５ 

８１ 
就労継続Ａ型事業者負

担減免額 
数値 ５ 

就労継続Ａ型事業者負担減免

額を設定する 
○ ※５ 

※９ 

８２ 
事業運営安定化事業に

よる助成の有無 
コード値 １ 

事業運営安定化事業による助

成の届出の有無を設定する 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※３１ 

８３ 
保障単位数 

（事業運営安定化） 
数値 ９ 

事業運営安定化事業による助

成の旧体系における保障単位

数を設定する 

○ ※５、※９ 

※３１ 

８４ 
リハビリテーション加

算の有無 
コード値 １ 

リハビリテーション加算の有

無をコードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 

８５ 
福祉専門職員配置等加

算の有無 
コード値 １ 

福祉専門職員配置等加算の有

無をコードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

３：Ⅰ 

４：Ⅱ 

※５、※７ 

※３２ 

８６ 
地域生活移行個別支援

特別加算の有無 
コード値 １ 

地域生活移行個別支援特別加

算の有無をコードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 

８７ 特定事業所加算区分 コード値 １ 
特定事業所加算区分をコード

で設定 
◎ 

１：無し 

２：Ⅰ 

３：Ⅱ 

４：Ⅲ 

※５、※７ 

８８ 
相談支援特定事業所加

算の有無 
コード値 １ 

相談支援特定事業所加算の有

無をコードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 

８９ 指導員加配加算の有無 コード値 １ 
指導員加配加算の有無をコー

ドで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 

９０ 
通勤者生活支援加算の

有無 
コード値 １ 

通勤者生活支援加算の有無を

コードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 

９１ 
就労移行支援体制加算

区分 
コード値 １ 

就労移行支援体制加算区分を

コードで設定 
◎ 

※５ 

※７ 

※１０ 

９２ 
就労支援関係研修修了

加算の有無 
コード値 １ 

就労支援関係研修修了加算の

有無をコードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 

９３ 
目標工賃達成指導員配

置加算の有無 
コード値 １ 

目標工賃達成指導員配置加算

の有無をコードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 

９４ 単独型加算の有無 コード値 １ 
単独型加算の有無をコードで

設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 



 

－ ２３－１ － 
 

項番 項目 属性 
（※Ｚ） ﾊﾞｲﾄ数 内容 必須入力 

（※１） 
備考 

９５ 小規模定員加算の有無 コード値 １ 
小規模定員加算の有無をコー

ドで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 

９６ 

共同生活援助夜間防

災・緊急時支援体制加算

（Ⅰ）の有無 

コード値 １ 

共同生活援助夜間防災・緊急時

支援体制加算（Ⅰ）の有無をコ

ードで設定 

◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 

９７ 

共同生活援助夜間防

災・緊急時支援対象利用

者数 

コード値 ２ 

報酬算定上の共同生活援助夜

間防災・緊急時支援対象利用者

数をコードで設定 

○ 

※Ｃ 

※５、※７ 

※９ 

９８ 
重度者支援体制加算の

有無 
コード値 １ 

重度者支援体制加算の有無を

コードで設定 
◎ 

１：無し 

２：Ⅰ 

３：Ⅱ 

４：Ⅲ 

※５、※７ 

※２５ 

９９ 
人員配置体制加算の有

無 
コード値 １ 

人員配置体制加算の有無をコ

ードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 

１００ 
夜勤職員配置体制加算

の有無 
コード値 １ 

夜勤職員配置体制加算の有無

をコードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 

１０１ 
地域移行支援体制強化

加算の有無 
コード値 １ 

地域移行支援体制強化加算の

有無をコードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 

１０２ 
視覚障害者専門職員配

置の有無 
コード値 １ 

視覚障害者専門職員配置の有

無をコードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※７ 

１０３ 
福祉・介護職員処遇改善

加算の有無 
コード値 １ 

福祉・介護職員処遇改善加算の

有無をコードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※１４ 

１０４ 
主たる事業所サービス

種類コード１ 
コード値 ２ 

主たる事業所で実施している

サービスの種類を設定 
△ 

※Ｃ 

※５、※９ 

※１４ 

※１６ 

１０５ 
福祉・介護職員処遇改善

加算キャリアパス区分 
コード値 １ 

福祉・介護職員処遇改善加算キ

ャリアパス区分をコードで設

定 

○ 
※５、※９ 

※１４ 

※１５ 

１０６ 
多機能型等定員区分 

（加算） 
コード値 ２ 

加算の算定に用いる定員数をコ

ードで設定 
△ 

※Ｃ 

※５、※７ 

※１７ 

１０７ 
移行時運営安定化事業

による助成の有無 
コード値 １ 

移行時運営安定化事業による

助成の届出の有無を設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※１４ 

１０８ 
保障単位数 

（移行時運営安定化） 
数値 ９ 

移行時運営安定化事業におけ

る保障単位数を設定 
○ ※５、※９ 

※１４ 

１０９ 指定市町村番号 コード値 ６ 
当該事業所を所管する市町村

番号を設定 
○ 

※１８ 

※１９ 

※Ｃ 

１１０ みなし指定の有無 コード値 １ 
みなし指定の有無をコードで

設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※１８ 

※２６ 



 

－ ２３－３ － 
 

項番 項目 属性 
（※Ｚ） ﾊﾞｲﾄ数 内容 必須入力 

（※１） 
備考 

１２３ 送迎加算（重度）の有無 コード値 １ 
送迎加算（重度）の有無をコー

ドで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５ 

※１８ 

１２４ 指定有効開始年月日 コード値 ８ 
指定有効開始年月日（西暦年月

日（YYYYMMDD））を設定 
○ 

※１８ 

※２９ 

※３０ 

※Ｙ 

１２５ 指定有効終了年月日 コード値 ８ 
指定有効終了年月日（西暦年月

日（YYYYMMDD））を設定 
○ 

※１８ 

※２９ 

※３０ 

※Ｙ 

１２６ 指定更新申請中区分 コード値 １ 
指定更新申請中区分をコード

で設定 
○ 

１：無し 

２：有り 

※１８ 

※２９ 

※３０ 

１２７ 効力停止開始年月日 コード値 ８ 
効力停止開始年月日（西暦年月

日（YYYYMMDD））を設定 
△ ※１８ 

※Ｙ 

１２８ 効力停止終了年月日 コード値 ８ 
効力停止終了年月日（西暦年月

日（YYYYMMDD））を設定 
△ ※１８ 

※Ｙ 

１２９ 
主たる事業所サービス

種類コード２ 
コード値 ２ 

主たる事業所で実施している

サービスの種類を設定 
△ 

※Ｃ 

※５、※９ 

※３３ 

※３４ 

１３０ 延長支援加算の有無 コード値 １ 
延長支援加算の有無をコード

で設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※３３ 

１３１ 
移行準備支援体制加算

（Ⅰ）の有無 
コード値 １ 

移行準備支援体制加算（Ⅰ）の

有無をコードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※３３ 

１３２ 
移行準備支援体制加算

（Ⅱ）の有無 
コード値 １ 

移行準備支援体制加算（Ⅱ）の

有無をコードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※３３ 

１３３ 
共同生活介護夜間支援

体制加算（Ⅱ）の有無 
コード値 １ 

共同生活介護夜間支援体制加

算（Ⅱ）の有無をコードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※５、※３３ 

１３４ 

共同生活援助夜間防

災・緊急時支援体制加算

（Ⅱ）の有無 

コード値 １ 

共同生活援助夜間防災・緊急時

支援体制加算（Ⅱ）の有無をコ

ードで設定 

◎ 
１：無し 

２：有り 

※５、※３３ 

１３５ 

宿泊型自立訓練夜間防

災・緊急時支援体制加算

（Ⅱ）の有無 

コード値 １ 

宿泊型自立訓練夜間防災・緊急

時支援体制加算（Ⅱ）の有無を

コードで設定 

◎ 
１：無し 

２：有り 

※５、※３３ 

※１：必須入力 ◎：必須、○：パターン毎に必須、△：任意設定、空白：不要 
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※２：同一事業所番号、同一サービス種類において複数の指定基準での登録がある場合には、サービス

種類毎に「００」～「９９」までの番号を指定して登録する。 

 （対象サービス種類 ： 療養介護、生活介護、施設入所支援、共同生活介護、共同生活援助、児童

デイサービス（異動年月日の年月が平成２４年３月以前の場合）、特定旧法指定施設（異動年月日の

年月が平成２４年３月以前の場合）） 

   また、上記以外については「００」を登録する。 

※３：当該サービスに関わる事業所を登録した市町村のコードを設定する。 
※４：指定年月日を設定する。 
※５：サービス種類等により体制の無い加算については“０”または“NULL”を設定する。 それ以外の値

が設定された場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

※６：異動年月日の年月が平成 21 年 3 月以前の場合設定可とし、平成 21 年 4 月以降の情報に設定した

場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

※７：異動年月日の年月が平成 21 年 3 月以前の場合、“０”または“NULL”を設定する。 それ以外の値が

設定された場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

※８：「２：有り」は、異動年月日の年月が平成 21 年 3 月以前の場合設定可とする。 

※９：対応する項目が「2：有り」の場合（「就労継続 A 型事業者負担減免申し出有無」は「2：減額」又は「3：

免除」の場合）にのみ設定する。 

※１０：「就労移行支援体制加算区分」には以下の内容をコードで設定する。 

   １：無し 

   ２：前年度の定着率が５分以上１割５分未満 

   ３：前年度の定着率が１割５分以上２割５分未満 

   ４：前年度の定着率が２割５分以上３割５分未満 

   ５：前年度の定着率が３割５分以上４割５分未満 

   ６：前年度の定着率が４割５分以上 

※１１：旧知的障害者通所更生施設および旧知的障害者通所授産施設の場合は「栄養管理体制加算の

基準」と読み替えて使用する。 

※１２：児童デイサービスの定員区分は、異動年月日の年月が平成２１年４月以降の場合「定員数」を、平

成２１年３月以前の場合「平均利用人員数」をコードで設定する。 

※１３：施設入所支援の場合は「夜間看護体制加算」と読み替えて使用する。 

但し、施設入所支援および生活介護について、障害児施設から移行し、経過措置により事業者指

定を受けた障害者支援施設の場合、「看護師配置加算の有無」と読み替えて使用する。 

※１４：異動年月日の年月が平成２１年９月以前の場合、“０”または“NULL”を設定する。 それ以外の値

が設定された場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 
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※１５：異動年月日の年月が平成２２年９月以前の場合「２」を設定する。それ以外の値が設定された場合

はエラーとし台帳への登録は行わない。（平成２２年９月以前のコード「１：非該当」「２：該当」） 
    異動年月日の年月が平成２２年１０月以降の場合、以下の内容をコードで設定する。 

１：減算なし 

２：20％減算（キャリアパス要件、定量的要件） 

３：10％減算（キャリアパス要件） 

４：10％減算（定量的要件） 

    異動年月日の年月が平成２４年４月以降の場合、以下の内容をコードで設定する。 
１：Ⅰ 

２：Ⅲ（キャリアパス要件、定量的要件） 

３：Ⅱ（キャリアパス要件） 

４：Ⅱ（定量的要件） 

※１６：障害者支援施設における日中活動サービスの場合は施設入所支援を、障害者支援施設と一体的

に管理運営されている従たる事業所の場合は主たる事業所のサービス種類を、短期入所（併設型、

空床型）の場合は本体施設のサービス種類をコードで設定する。 
※１７：多機能型事業所または複数の単位でサービス提供している事業所において、一体的な管理による

定員と当該サービス種類または単位における定員が異なる場合、個々の定員数に応じた定員区分

をコードで設定する。 

当該定員区分は、以下の加算を算定する際の定員となる。 

生活介護・・・人員配置体制加算 

施設入所支援・・・夜勤職員配置体制加算 

就労継続支援Ａ型・・・重度者支援体制加算 

就労継続支援Ｂ型・・・重度者支援体制加算、目標工賃達成指導員配置加算 

※１８：異動年月日の年月が平成２４年３月以前の場合、“０”または“NULL”を設定する。 それ以外の値

が設定された場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

※１９：市町村が指定した場合のみ当該サービスに関わる事業所を指定した市町村のコードを設定する。 

※２０：施設入所支援および生活介護について、障害児施設から移行し、経過措置により事業者指定を受

けた障害者支援施設の場合、「２１：一級地（旧障害児施設）」から「２８：その他（旧障害児施設）」

より該当する内容をコードで設定する。 

※２１：施設入所支援について、障害児施設から移行し、経過措置により事業者指定を受けた障害者支援

施設以外の場合、「１：当該施設が単独施設」を設定する。 

※２２：生活介護について、障害児施設から移行し、経過措置により事業者指定を受けた障害者支援施設

の場合、「１０：Ⅹ型」を設定する。 

※２３：施設入所支援および生活介護の場合、「強度行動障害加算体制整備の有無」と読み替えて使用

する。 
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※２４：生活介護について、「１：無し」、または「５：定員８１人以上」より該当する内容をコードで設定する。

共同生活介護について、「1：無し」、「２：定員８人以上」、「３：定員２１人以上」、または「４：定員２１

人以上（一体的な運営が行われている場合）」より該当する内容をコードで設定する。 

共同生活援助について、「１：無し」、「２：定員８人以上」、または「３：定員２１人以上」より該当する

内容をコードで設定する。 

※２５：異動年月日の年月が平成２４年３月以前の場合「１」又は「２」を設定する。それ以外の値が設定さ

れた場合はエラーとし台帳への登録は行わない。（平成２４年３月以前のコード「１：無し」「２：有

り」） 
※２６：療養介護、施設入所支援および生活介護について、障害児施設から移行し、経過措置により事業

者指定を受けた障害者支援施設の場合、「２：有り」を設定する。 

※２７：異動年月日の年月が平成２４年９月以前の場合、「１：無し」を設定する。それ以外の値が設定され

た場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

異動年月日の年月が平成２４年１０月以降の場合、以下の内容をコードで設定する。 

   １：無し 

 ２：過去３年間の定着率がゼロ 

   ３：過去４年間の定着率がゼロ 

※２８：施設入所支援および生活介護について、障害児施設から移行し、経過措置により事業者指定を受

けた障害者支援施設以外の場合、設定しない。 

※２９：基準該当事業所の場合、設定しない。 

※３０：指定更新申請中区分を「２：有り」として設定し異動連絡票情報を登録した場合、指定更新が行わ

れた際に当該異動連絡票情報の指定更新申請中区分および指定有効開始年月日、指定有効終

了年月日を指定更新後の内容へ訂正する必要は無い。 

※３１：異動年月日の年月が平成２４年４月以降の場合、「事業運営安定化事業」は「新体系定着支援事

業」と読み替えて使用する。 

※３２：「２：有り」は、異動年月日の年月が平成２５年３月以前の場合設定可、「３：Ⅰ」「４：Ⅱ」は平成２５

年４月以降の場合設定可とする。 

※３３：異動年月日の年月が平成２５年３月以前の場合、“０”または“NULL”を設定する。 それ以外の値

が設定された場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

※３４：一体型共同生活介護事業所、または一体型共同生活援助事業所にて短期入所を実施する場合、

「共同生活介護」、または「共同生活援助」のサービス種類をコードで設定する。 

なお、「主たる事業所サービス種類コード１」とは異なるサービス種類を設定する。 

※Ｂ：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅰ．障害福祉サービス等 1.2 インタフェース一覧」参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 

※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。 
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３２

項番 項目 
属性 

（※Ｚ） 
ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

８０ 
就労継続Ａ型事業者

負担減免終了年月日 
コード値 ８ 

就労継続Ａ型事業者負担減免終了

年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※Ｙ 

８１ 
就労継続Ａ型事業者

負担減免額 
数値 ５ 

就労継続Ａ型事業者負担減免額を

設定する 
 

８２ 
事業運営安定化事業

による助成の有無 
コード値 １ 

事業運営安定化事業による助成の

届出の有無を設定する 

１：無し 

２：有り 

８３ 
保障単位数 

（事業運営安定化） 
数値 ９ 

事業運営安定化事業による助成の

旧体系における保障単位数を設定

する 

 

８４ 
リハビリテーション

加算の有無 
コード値 １ 

リハビリテーション加算の有無を

コードで設定 

１：無し 

２：有り 

８５ 
福祉専門職員配置等

加算の有無 
コード値 １ 

福祉専門職員配置等加算の有無を

コードで設定 

１：無し 

２：有り 

３：Ⅰ 

４：Ⅱ 

 

８６ 
地域生活移行個別支

援特別加算の有無 
コード値 １ 

地域生活移行個別支援特別加算の

有無をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

８７ 特定事業所加算区分 コード値 １ 
特定事業所加算区分をコードで設

定 

１：無し 

２：Ⅰ 

３：Ⅱ 

４：Ⅲ 

８８ 
相談支援特定事業所

加算の有無 
コード値 １ 

相談支援特定事業所加算の有無を

コードで設定 

１：無し 

２：有り 

８９ 
指導員加配加算の有

無 
コード値 １ 

指導員加配加算の有無をコードで

設定 

１：無し 

２：有り 

９０ 
通勤者生活支援加算

の有無 
コード値 １ 

通勤者生活支援加算の有無をコー

ドで設定 

１：無し 

２：有り 

９１ 
就労移行支援体制加

算区分 
コード値 １ 

就労移行支援体制加算区分をコー

ドで設定 
※１ 

９２ 
就労支援関係研修修

了加算の有無 
コード値 １ 

就労支援関係研修修了加算の有無

をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

９３ 
目標工賃達成指導員

配置加算の有無 
コード値 １ 

目標工賃達成指導員配置加算の有

無をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

９４ 単独型加算の有無 コード値 １ 単独型加算の有無をコードで設定 
１：無し 

２：有り 
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１ 

項番 項目 属性 
（※Ｚ） ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

９５ 小規模定員加算の有無 コード値 １ 
小規模定員加算の有無をコードで

設定 

１：無し 

２：有り 

９６ 

共同生活援助夜間防

災・緊急時支援体制加

算（Ⅰ）の有無 

コード値 １ 

共同生活援助夜間防災・緊急時支援

体制加算（Ⅰ）の有無をコードで設

定 

１：無し 

２：有り 

９７ 

共同生活援助夜間防

災・緊急時支援対象利

用者数 

コード値 ２ 

報酬算定上の共同生活援助夜間防

災・緊急時支援対象利用者数をコー

ドで設定 

※Ｃ 

９８ 
重度者支援体制加算の

有無 
コード値 １ 

重度者支援体制加算の有無をコー

ドで設定 

１：無し 

２：Ⅰ 

３：Ⅱ 

４：Ⅲ 

９９ 
人員配置体制加算の有

無 
コード値 １ 

人員配置体制加算の有無をコード

で設定 

１：無し 

２：有り 

１００ 
夜勤職員配置体制加算

の有無 
コード値 １ 

夜勤職員配置体制加算の有無をコ

ードで設定 

１：無し 

２：有り 

１０１ 
地域移行支援体制強化

制加算の有無 
コード値 １ 

地域移行支援体制強化加算の有無

をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

１０２ 
視覚障害者専門職員配

置の有無 
コード値 １ 

視覚障害者専門職員配置の有無を

コードで設定 

１：無し 

２：有り 

１０３ 
福祉・介護職員処遇改

善加算の有無 
コード値 １ 

福祉・介護職員処遇改善加算の有無

をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

１０４ 
主たる事業所サービス

種類コード１ 
コード値 ２ 

主たる事業所で実施しているサー

ビスの種類を設定 
※Ｃ 

１０５ 

福祉・介護職員処遇改

善加算キャリアパス区

分 

コード値 １ 
福祉・介護職員処遇改善加算キャリ

アパス区分をコードで設定 
※２ 

１０６ 
多機能型等定員区分 

（加算） 
コード値 ２ 

加算の算定に用いる定員数をコード

で設定 
※Ｃ 

１０７ 
移行時運営安定化事業

による助成の有無 
コード値 １ 

移行時運営安定化事業による助成

の届出の有無を設定 

１：無し 

２：有り 

１０８ 
保障単位数 

（移行時運営安定化） 
数値 ９ 

移行時運営安定化における保障単

位数を設定 
 

１０９ 指定市町村番号 コード値 ６ 
当該事業所を所管する市町村番号

を設定 
※Ｃ 

１１０ みなし指定の有無 コード値 １ 
みなし指定の有無をコードで設定

する 

１：無し 

２：有り 
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３ 

項番 項目 属性 
（※Ｚ） ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

１２５ 指定有効終了年月日 コード値 ８ 
指定有効終了年月日（西暦年月日

（YYYYMMDD））を設定 
※Ｙ 

１２６ 指定更新申請中区分 コード値 １ 
指定更新申請中区分をコードで設

定 

１：無し 

２：有り 

１２７ 効力停止開始年月日 コード値 ８ 
効力停止開始年月日（西暦年月日

（YYYYMMDD））を設定 
※Ｙ 

１２８ 効力停止終了年月日 コード値 ８ 
効力停止終了年月日（西暦年月日

（YYYYMMDD））を設定 
※Ｙ 

１２９ 
主たる事業所サービス

種類コード２ 
コード値 ２ 

主たる事業所で実施しているサー

ビスの種類を設定 
※Ｃ 

１３０ 延長支援加算の有無 コード値 １ 
延長支援加算の有無をコードで設

定 

１：無し 

２：有り 

１３１ 
移行準備支援体制加算

（Ⅰ）の有無 
コード値 １ 

移行準備支援体制加算（Ⅰ）の有無

をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

１３２ 
移行準備支援体制加算

（Ⅱ）の有無 
コード値 １ 

移行準備支援体制加算（Ⅱ）の有無

をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

１３３ 
共同生活介護夜間支援

体制加算（Ⅱ）の有無 
コード値 １ 

共同生活介護夜間支援体制加算

（Ⅱ）の有無をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

１３４ 

共同生活援助夜間防

災・緊急時支援体制加

算（Ⅱ）の有無 

コード値 １ 

共同生活援助夜間防災・緊急時支援

体制加算（Ⅱ）の有無をコードで設

定 

１：無し 

２：有り 

１３５ 

宿泊型自立訓練夜間防

災・緊急時支援体制加

算（Ⅱ）の有無 

コード値 １ 

宿泊型自立訓練夜間防災・緊急時支

援体制加算（Ⅱ）の有無をコードで

設定 

１：無し 

２：有り 

※１：「就労移行支援体制加算区分」には以下の内容がコードで設定される。  

   １：無し 

   ２：前年度の定着率が５分以上１割５分未満 

   ３：前年度の定着率が１割５分以上２割５分未満 

   ４：前年度の定着率が２割５分以上３割５分未満 

   ５：前年度の定着率が３割５分以上４割５分未満 

   ６：前年度の定着率が４割５分以上 

 

 

 

 



 

－３２－ － 
 

４ 

※２：「福祉・介護職員処遇改善加算キャリアパス区分」には以下の内容がコードで設定される。 

異動年月日の年月が平成２２年１０月以降の場合 
１：減算なし 

２：20％減算（キャリアパス要件、定量的要件） 

３：10％減算（キャリアパス要件） 

４：10％減算（定量的要件） 

 異動年月日の年月が平成２４年４月以降の場合 
１：Ⅰ 

２：Ⅲ（キャリアパス要件、定量的要件） 

３：Ⅱ（キャリアパス要件） 

４：Ⅱ（定量的要件） 

※３：「就労定着実績区分」には以下の内容がコードで設定される。 

   １：無し 

 ２：過去３年間の定着率がゼロ 

   ３：過去４年間の定着率がゼロ 

※Ｂ：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅰ．障害福祉サービス等 1.2 インタフェース一覧」参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 
※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。 
 



 

－  － 
 

４１ 

項番 項目 
属性 

（※Ｚ） 
ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

８０ 
就労継続Ａ型事業者負担

減免終了年月日 
コード値 ８ 

就労継続Ａ型事業者負担減免終了

年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※Ｙ 

８１ 
就労継続Ａ型事業者負担

減免額 
数値 ５ 

就労継続Ａ型事業者負担減免額を

設定する 
 

８２ 
事業運営安定化事業によ

る助成の有無 
コード値 １ 

事業運営安定化事業による助成の

届出の有無を設定する 

１:無し 

２:有り 

８３ 
保障単位数 

（事業運営安定化） 
数値 ９ 

事業運営安定化事業による助成の

旧体系における保障単位数を設定

する 

 

８４ 
リハビリテーション加算

の有無 
コード値 １ 

リハビリテーション加算の有無を

コードで設定 

１：無し 

２：有り 

８５ 
福祉専門職員配置等加算

の有無 
コード値 １ 

福祉専門職員配置等加算の有無を

コードで設定 

１：無し 

２：有り 

３：Ⅰ 

４：Ⅱ 

 

８６ 
地域生活移行個別支援特

別加算の有無 
コード値 １ 

地域生活移行個別支援特別加算の

有無をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

８７ 特定事業所加算区分 コード値 １ 
特定事業所加算区分をコードで設

定 

１：無し 

２：Ⅰ 

３：Ⅱ 

４：Ⅲ 

８８ 
相談支援特定事業所加算

の有無 
コード値 １ 

相談支援特定事業所加算の有無を

コードで設定 

１：無し 

２：有り 

８９ 指導員加配加算の有無 コード値 １ 
指導員加配加算の有無をコードで

設定 

１：無し 

２：有り 

９０ 
通勤者生活支援加算の有

無 
コード値 １ 

通勤者生活支援加算の有無をコー

ドで設定 

１：無し 

２：有り 

９１ 
就労移行支援体制加算区

分 
コード値 １ 

就労移行支援体制加算区分をコー

ドで設定 
※１ 

９２ 
就労支援関係研修修了加

算の有無 
コード値 １ 

就労支援関係研修修了加算の有無

をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

９３ 
目標工賃達成指導員配置

加算の有無 
コード値 １ 

目標工賃達成指導員配置加算の有

無をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

９４ 単独型加算の有無 コード値 １ 単独型加算の有無をコードで設定 
１：無し 

２：有り 



 

－ ４１－ － 
 

１ 

項番 項目 属性 
（※Ｚ） ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

９５ 小規模定員加算の有無 コード値 １ 
小規模定員加算の有無をコードで

設定 

１：無し 

２：有り 

９６ 

共同生活援助夜間防災・

緊急時支援体制加算（Ⅰ）

の有無 

コード値 １ 

共同生活援助夜間防災・緊急時支援

体制加算（Ⅰ）の有無をコードで設

定 

１：無し 

２：有り 

９７ 
共同生活援助夜間防災・

緊急時支援対象利用者数 
コード値 ２ 

報酬算定上の共同生活援助夜間防

災・緊急時支援対象利用者数をコー

ドで設定 

※Ｃ 

９８ 
重度者支援体制加算の有

無 
コード値 １ 

重度者支援体制加算の有無をコー

ドで設定 

１：無し 

２：Ⅰ 

３：Ⅱ 

４：Ⅲ 

９９ 人員配置体制加算の有無 コード値 １ 
人員配置体制加算の有無をコード

で設定 

１：無し 

２：有り 

１００ 
夜勤職員配置体制加算の

有無 
コード値 １ 

夜勤職員配置体制加算の有無をコ

ードで設定 
※Ｃ 

１０１ 
地域移行支援体制強化加

算の有無 
コード値 １ 

地域移行支援体制強化加算の有無

をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

１０２ 
視覚障害者専門職員配置

の有無 
コード値 １ 

視覚障害者専門職員配置の有無を

コードで設定 

１：無し 

２：有り 

１０３ 
福祉・介護職員処遇改善

加算の有無 
コード値 １ 

福祉・介護職員処遇改善加算の有無

をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

１０４ 
主たる事業所サービス種

類コード１ 
コード値 ２ 

主たる事業所で実施しているサー

ビスの種類を設定 
※Ｃ 

１０５ 
福祉・介護職員処遇改善

加算キャリアパス区分 
コード値 １ 

福祉・介護職員処遇改善加算キャリ

アパス区分をコードで設定 
※２ 

１０６ 
多機能型等定員区分（加

算） 
コード値 ２ 

加算の算定に用いる定員数をコード

で設定 
※Ｃ 

１０７ 
移行時運営安定化事業に

よる助成の有無 
コード値 １ 

移行時運営安定化事業による助成

の届出の有無を設定 

１:無し 

２:有り 

１０８ 
保障単位数 

（移行時運営安定化） 
数値 ９ 

移行時運営安定化事業における保

障単位数を設定 
 

１０９ 指定市町村番号 コード値 ６ 
当該事業所を所管する市町村番号

を設定 
※Ｃ 

１１０ みなし指定の有無 コード値 １ 
みなし指定の有無をコードで設定

する 

１：無し 

２：有り 



 

－ ４１－ － 
 

３ 

項番 項目 属性 
（※Ｚ） ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

１２５ 指定有効終了年月日 コード値 ８ 
指定有効終了年月日（西暦年月日

（YYYYMMDD））を設定 
※Ｙ 

１２６ 指定更新申請中区分 コード値 １ 
指定更新申請中区分をコードで設

定 

１：無し 

２：有り 

１２７ 効力停止開始年月日 コード値 ８ 
効力停止開始年月日（西暦年月日

（YYYYMMDD））を設定 
※Ｙ 

１２８ 効力停止終了年月日 コード値 ８ 
効力停止終了年月日（西暦年月日

（YYYYMMDD））を設定 
※Ｙ 

１２９ 
主たる事業所サービス種

類コード２ 
コード値 ２ 

主たる事業所で実施しているサー

ビスの種類を設定 
※Ｃ 

１３０ 延長支援加算の有無 コード値 １ 
延長支援加算の有無をコードで設

定 

１：無し 

２：有り 

１３１ 
移行準備支援体制加算

（Ⅰ）の有無 
コード値 １ 

移行準備支援体制加算（Ⅰ）の有無

をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

１３２ 
移行準備支援体制加算

（Ⅱ）の有無 
コード値 １ 

移行準備支援体制加算（Ⅱ）の有無

をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

１３３ 
共同生活介護夜間支援体

制加算（Ⅱ）の有無 
コード値 １ 

共同生活介護夜間支援体制加算

（Ⅱ）の有無をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

１３４ 

共同生活援助夜間防災・

緊急時支援体制加算（Ⅱ）

の有無 

コード値 １ 

共同生活援助夜間防災・緊急時支援

体制加算（Ⅱ）の有無をコードで設

定 

１：無し 

２：有り 

１３５ 

宿泊型自立訓練夜間防

災・緊急時支援体制加算

（Ⅱ）の有無 

コード値 １ 

宿泊型自立訓練夜間防災・緊急時支

援体制加算（Ⅱ）の有無をコードで

設定 

１：無し 

２：有り 

※１：「就労移行支援体制加算区分」には以下の内容がコードで設定される。 

   １：無し 

   ２：前年度の定着率が５分以上１割５分未満 

   ３：前年度の定着率が１割５分以上２割５分未満 

   ４：前年度の定着率が２割５分以上３割５分未満 

   ５：前年度の定着率が３割５分以上４割５分未満 

   ６：前年度の定着率が４割５分以上 

 

 

 



 

－ ４１－ － 
 

４ 

※２：「福祉・介護職員処遇改善加算キャリアパス区分」には以下の内容がコードで設定される。 

異動年月日の年月が平成２２年１０月以降の場合 
１：減算なし 

２：20％減算（キャリアパス要件、定量的要件） 

３：10％減算（キャリアパス要件） 

４：10％減算（定量的要件） 

 異動年月日の年月が平成２４年４月以降の場合 
１：Ⅰ 

２：Ⅲ（キャリアパス要件、定量的要件） 

３：Ⅱ（キャリアパス要件） 

４：Ⅱ（定量的要件） 

※３：「就労定着実績区分」には以下の内容がコードで設定される。 

   １：無し 

 ２：過去３年間の定着率がゼロ 

   ３：過去４年間の定着率がゼロ 

※Ｂ：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅰ．障害福祉サービス等 1.2 インタフェース一覧」参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 

※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。 



 

－ ７４ － 

項番 項目 
属性 

（※Ｚ） 
ﾊﾞｲﾄ数 内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

３２ 
肢体不自由児施設重度

病棟設置の有無 
コード値 １ 

肢体不自由児施設重度病

棟設置の有無をコードで

設定 

◎ ◎ ◎ 
１:無し 

２:有り 

※３ 

３３ 
強度行動障害加算体制

整備の有無 
コード値 １ 

強度行動障害加算体制整

備の有無をコードで設定

する 

◎ ◎ ◎ 
１:無し 

２:有り 

※３ 

３４ 

障害児通園施設の相互

利用制度体制（知的障

害児）の有無 

コード値 １ 

障害児通園施設の相互利

用制度体制（知的障害児）

の有無をコードで設定す

る 

◎ ◎ ◎ 
１:無し 

２:有り 

※３ 

３５ 

障害児通園施設の相互

利用制度体制（肢体不

自由児）の有無 

コード値 １ 

障害児通園施設の相互利

用制度体制（肢体不自由

児）の有無をコードで設定

する 

◎ ◎ ◎ 
１:無し 

２:有り 

※３ 

３６ 

障害児通園施設の相互

利用制度体制（難聴幼

児）の有無 

コード値 １ 

障害児通園施設の相互利

用制度体制（難聴幼児）の

有無をコードで設定する 

◎ ◎ ◎ 
１:無し 

２:有り 

※３ 

３７ 
自活訓練加算（Ⅰ）の

有無 
コード値 １ 

自活訓練加算（Ⅰ）の有無

をコードで設定する 
◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※３ 

３８ 
自活訓練加算（Ⅱ）の

有無 
コード値 １ 

自活訓練加算（Ⅱ）の有無

をコードで設定する 
◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※３ 

３９ 
食事提供体制加算（Ⅰ）

の有無 
コード値 １ 

食事提供体制加算（Ⅰ）の

有無をコードで設定する 
◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※３ 

４０ 
食事提供体制加算（Ⅱ）

の有無 
コード値 １ 

食事提供体制加算（Ⅱ）の

有無をコードで設定する 
◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※３ 

４１ 
重度盲ろうあ児支援加

算の有無 
コード値 １ 

重度盲ろうあ児支援加算

の有無をコードで設定す

る 

◎ ◎ ◎ 
１：無し 

２：有り 

※３ 

４２ 
利用定員超過による減

算の有無 
コード値 １ 

利用定員超過による減算

の有無をコードで設定す

る 

◎ ◎ ◎ 
１：無し 

２：有り 

※３ 

４３ 
事業運営安定化事業に

よる助成の有無 
コード値 １ 

事業運営安定化事業によ

る助成の届出の有無を設

定する 

◎ ◎ ◎ 
１：無し 

２：有り 

※３、※１５ 

４４ 
福祉専門職員配置等加

算の有無 
コード値 １ 

福祉専門職員配置等加算

の有無をコードで設定す

る 

◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

３：Ⅰ 

４：Ⅱ 

※３、※４ 

※１６ 

４５ 看護師配置加算の有無 コード値 １ 
看護師配置加算の有無を

コードで設定する 
◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※３、※４ 

４６ 
心理担当職員配置加算

の有無 
コード値 １ 

心理担当職員配置加算の

有無をコードで設定する 
◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※３、※４ 

４７ 
福祉・介護職員処遇改

善加算の有無 
コード値 １ 

福祉・介護職員処遇改善加

算の有無をコードで設定 
◎ ◎ ◎ 

１：無し 

２：有り 

※３、※５ 



 

－ ７４－ － 
 

３ 

※８：異動年月日の年月が平成２４年３月以前の場合、“０”または“NULL”を設定する。 それ以外の値が

設定された場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 
※９：異動年月日の年月が平成２４年３月以前の場合は“００”を設定する。 

異動年月日の年月が平成２４年４月以降で、かつ、同一事業所番号、同一サービス種類において複

数の指定基準での登録がある場合には、サービス種類毎に「００」～「９９」までの番号を指定して登

録する。（対象サービス種類 ： 児童発達支援、放課後等デイサービス） 

また、上記以外については「００」を設定する。 

※１０：市町村が指定した場合のみ当該サービスに関わる事業所を指定した市町村のコードを設定する。 

※１１：当該サービスに関わる事業所を登録した市町村のコードを登録する。 

※１２：児童発達支援および放課後等デイサービスについて、児童デイサービスから移行した障害児通所

支援事業所の場合、「３１：一級地（旧児童デイ）」から「５１：その他（旧児童デイ）」より該当する内

容をコードで設定する。 

※１３：基準該当事業所の場合、設定しない。 

※１４：指定更新申請中区分を「２：有り」として設定し異動連絡票情報を登録した場合、指定更新が行わ

れた際に当該異動連絡票情報の指定更新申請中区分および指定有効開始年月日、指定有効終

了年月日を指定更新後の内容へ訂正する必要は無い。 

※１５：異動年月日の年月が平成２４年４月以降の場合、「事業運営安定化事業」は「新体系定着支援事

業」と読み替えて使用する。 

※１６：「２：有り」は、異動年月日の年月が平成２５年３月以前の場合設定可、「３：Ⅰ」「４：Ⅱ」は平成２５

年４月以降の場合設定可とする。 

※Ｂ：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅱ．障害児支援 1.2 インタフェース一覧」参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 
※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。 
 



 

－ ７５ － 
 

【異動年月日の年月が平成 25 年 4 月以降の場合】                                                                 

サービス種類 施設等の区分 障害児施設区分 

定
員
区
分 

入
所
定
員
数 

旧
法
施
設
定
員
数 

栄
養
士
配
置
加
算
の
基
準 

職
業
指
導
員
体
制
の
有
無 

小
規
模
加
算
体
制
の
有
無 

重
度
知
的
障
害
児
収
容
棟
設
置
の
有
無 

肢
体
不
自
由
児
施
設
重
度
病
棟
設
置
の
有
無 

強
度
行
動
障
害
加
算
体
制
整
備
の
有
無 

障
害
児
通
園
施
設
の
相
互
利
用
制
度
体
制
（
知
的
障
害
児
） 

障
害
児
通
園
施
設
の
相
互
利
用
制
度
体
制
（
肢
体
不
自
由
児
） 

障
害
児
通
園
施
設
の
相
互
利
用
制
度
体
制
（
難
聴
幼
児
） 

自
活
訓
練
加
算
（Ⅰ
）の
有
無 

自
活
訓
練
加
算
（Ⅱ
）の
有
無 

食
事
提
供
体
制
加
算
（Ⅰ
）の
有
無 

食
事
提
供
体
制
加
算
（Ⅱ
）の
有
無 

重
度
盲
ろ
う
あ
児
支
援
加
算
の
有
無 

利
用
定
員
超
過
に
よ
る
減
算
の
有
無 

事
業
運
営
安
定
化
事
業
助
成
の
有
無 

福
祉
専
門
職
員
配
置
等
加
算
の
有
無 

看
護
師
配
置
加
算
の
有
無 

心
理
担
当
職
員
配
置
加
算
の
有
無 

福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
の
有
無 

福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
区
分 

職
員
欠
如
に
よ
る
減
算
の
有
無 

特
別
支
援
加
算
の
有
無 

小
規
模
グ
ル
ー
プ
ケ
ア
加
算
の
有
無 

指
導
員
加
配
加
算
の
有
無 

延
長
支
援
加
算
の
有
無 

児
童
発
達
支
援
管
理
責
任
者
専
任
加
算
の
有
無 

み
な
し
指
定
の
有
無 

福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
特
別
加
算
の
有
無 

55： 障害児相談支援                                                                     

61： 児童発達支援 
１：児童発達支援センター 01：重症心身障害以外の場合 

  ○   ○                           ○  ○     ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ 
２：児童発達支援センター以外 02：重症心身障害の場合 

62： 医療型児童発達支援 
１：医療型児童発達支援センター 

                                    ○  ○     ○ ○   ○     ○ ○ ○ ○ 
２：指定医療機関 

63： 放課後等デイサービス   
01：重症心身障害以外の場合 

  ○                               ○  ○     ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ 
02：重症心身障害の場合 

64： 保育所等訪問支援                                                ○ ○           ○   ○ 

71： 障害児入所支援 

１：当該施設が単独施設 01：知的障害の場合 

  ○   ○ ○   ○ ○ ○       ○ ○       ○  ○ ○ ○ ○ ○     ○     ○ ○ ○ 

２：当該施設に併設する施設が 02：自閉症の場合 

  主たる施設 03：盲の場合 

３：当該施設が主たる施設 04：ろうあの場合 

  05：肢体不自由の場合 

72： 医療型障害児入所支援 
１：医療型障害児入所施設 

              ○ ○         ○ ○       ○  ○    ○ ○     ○     ○ ○ ○ 
２：指定医療機関 

 
 



 

－ ７５－１ － 
 

【異動年月日の年月が平成 24 年 4 月～平成 25 年 3 月の場合】                                                                 

サービス種類 施設等の区分 障害児施設区分 

定
員
区
分 

入
所
定
員
数 

旧
法
施
設
定
員
数 

栄
養
士
配
置
加
算
の
基
準 

職
業
指
導
員
体
制
の
有
無 

小
規
模
加
算
体
制
の
有
無 

重
度
知
的
障
害
児
収
容
棟
設
置
の
有
無 

肢
体
不
自
由
児
施
設
重
度
病
棟
設
置
の
有
無 

強
度
行
動
障
害
加
算
体
制
整
備
の
有
無 

障
害
児
通
園
施
設
の
相
互
利
用
制
度
体
制
（
知
的
障
害
児
） 

障
害
児
通
園
施
設
の
相
互
利
用
制
度
体
制
（
肢
体
不
自
由
児
） 

障
害
児
通
園
施
設
の
相
互
利
用
制
度
体
制
（
難
聴
幼
児
） 

自
活
訓
練
加
算
（Ⅰ
）の
有
無 

自
活
訓
練
加
算
（Ⅱ
）の
有
無 

食
事
提
供
体
制
加
算
（Ⅰ
）の
有
無 

食
事
提
供
体
制
加
算
（Ⅱ
）の
有
無 

重
度
盲
ろ
う
あ
児
支
援
加
算
の
有
無 

利
用
定
員
超
過
に
よ
る
減
算
の
有
無 

事
業
運
営
安
定
化
事
業
助
成
の
有
無 

福
祉
専
門
職
員
配
置
等
加
算
の
有
無 

看
護
師
配
置
加
算
の
有
無 

心
理
担
当
職
員
配
置
加
算
の
有
無 

福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
の
有
無 

福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
区
分 

職
員
欠
如
に
よ
る
減
算
の
有
無 

特
別
支
援
加
算
の
有
無 

小
規
模
グ
ル
ー
プ
ケ
ア
加
算
の
有
無 

指
導
員
加
配
加
算
の
有
無 

延
長
支
援
加
算
の
有
無 

児
童
発
達
支
援
管
理
責
任
者
専
任
加
算
の
有
無 

み
な
し
指
定
の
有
無 

福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
特
別
加
算
の
有
無 

55： 障害児相談支援                                                                     

61： 児童発達支援 
１：児童発達支援センター 01：重症心身障害以外の場合 

  ○   ○                           ○ ○ ○     ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ 
２：児童発達支援センター以外 02：重症心身障害の場合 

62： 医療型児童発達支援 
１：医療型児童発達支援センター 

                                    ○ ○ ○     ○ ○   ○     ○ ○ ○ ○ 
２：指定医療機関 

63： 放課後等デイサービス   
01：重症心身障害以外の場合 

  ○                               ○ ○ ○     ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ 
02：重症心身障害の場合 

64： 保育所等訪問支援                                         ○       ○ ○           ○   ○ 

71： 障害児入所支援 

１：当該施設が単独施設 01：知的障害の場合 

  ○   ○ ○   ○ ○ ○       ○ ○       ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○     ○ ○ ○ 

２：当該施設に併設する施設が 02：自閉症の場合 

  主たる施設 03：盲の場合 

３：当該施設が主たる施設 04：ろうあの場合 

  05：肢体不自由の場合 

72： 医療型障害児入所支援 
１：医療型障害児入所施設 

              ○ ○         ○ ○       ○ ○ ○    ○ ○     ○     ○ ○ ○ 
２：指定医療機関 



 

－ ７５－ － 
 

２ 
 

【異動年月日の年月が平成21 年10 月～平成24 年3月の場合】  
 

 
                                             

サービス種類 施設等の区分 

定
員
区
分 

入
所
定
員
数 

旧
法
施
設
定
員
数 

栄
養
士
配
置
加
算
の
基
準 

職
業
指
導
員
体
制
の
有
無 

小
規
模
加
算
体
制
の
有
無 

重
度
知
的
障
害
児
収
容
棟
設
置
の
有
無 

肢
体
不
自
由
児
施
設
重
度
病
棟
設
置
の
有
無 

強
度
行
動
障
害
加
算
体
制
整
備
の
有
無 

障
害
児
通
園
施
設
の
相
互
利
用
制
度
体
制
（
知
的
障
害
児
） 

障
害
児
通
園
施
設
の
相
互
利
用
制
度
体
制
（
肢
体
不
自
由
児
） 

障
害
児
通
園
施
設
の
相
互
利
用
制
度
体
制
（
難
聴
幼
児
） 

自
活
訓
練
加
算
（Ⅰ
）の
有
無 

自
活
訓
練
加
算
（Ⅱ
）の
有
無 

食
事
提
供
体
制
加
算
（Ⅰ
）の
有
無 

食
事
提
供
体
制
加
算
（Ⅱ
）の
有
無 

重
度
盲
ろ
う
あ
児
支
援
加
算
の
有
無 

利
用
定
員
超
過
に
よ
る
減
算
の
有
無 

事
業
運
営
安
定
化
事
業
助
成
の
有
無 

福
祉
専
門
職
員
配
置
等
加
算
の
有
無 

看
護
師
配
置
加
算
の
有
無 

心
理
担
当
職
員
配
置
加
算
の
有
無 

処
遇
改
善
助
成
金
交
付
の
有
無 

処
遇
改
善
助
成
金
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
区
分 

11： 知的障害児施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○       ○ ○      ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

12： 第一種自閉症児施設       ○       ○           ○ ○       ○ ○ ○   ○ ○ 

13： 第二種自閉症児施設   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○       ○ ○       ○ ○ ○  ○ ○ ○ 

21： 知的障害児通園施設   ○ ○ ○ ○            ○ ○     ○ ○   ○ ○ ○   ○ ○ 

31： 盲児施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○                     ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

32： ろうあ児施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○                     ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

33： 難聴幼児通園施設   ○ ○ ○ ○           ○ ○      ○ ○   ○ ○ ○   ○ ○ 

41： 肢体不自由児（入所）施設       ○         ○                   ○ ○ ○   ○ ○ 

42： 肢体不自由児（通所）施設   ○ ○ ○             ○   ○     ○ ○   ○ ○ ○   ○ ○ 

43： 肢体不自由児療護施設   ○ ○ ○ ○       ○                   ○ ○ ○  ○ ○ ○ 

44： 肢体不自由児通園施設   ○ ○ ○             ○  ○     ○ ○   ○ ○ ○   ○ ○ 

45： 医療機関（肢体不自由児）施設       ○         ○                     ○ ○   ○ ○ 

51： 重心障害児施設       ○                             ○ ○ ○   ○ ○ 

52： 医療機関（重心障害児）施設       ○                               ○ ○   ○ ○ 



 

－ ７５－ － 
 

３ 
 

【異動年月日の年月が平成 21 年 4 月～9 月の場合】  
 

 
                                             

サービス種類 施設等の区分 

定
員
区
分 

入
所
定
員
数 

旧
法
施
設
定
員
数 

栄
養
士
配
置
加
算
の
基
準 

職
業
指
導
員
体
制
の
有
無 

小
規
模
加
算
体
制
の
有
無 

重
度
知
的
障
害
児
収
容
棟
設
置
の
有
無 

肢
体
不
自
由
児
施
設
重
度
病
棟
設
置
の
有
無 

強
度
行
動
障
害
加
算
体
制
整
備
の
有
無 

障
害
児
通
園
施
設
の
相
互
利
用
制
度
体
制
（
知
的
障
害
児
） 

障
害
児
通
園
施
設
の
相
互
利
用
制
度
体
制
（
肢
体
不
自
由
児
） 

障
害
児
通
園
施
設
の
相
互
利
用
制
度
体
制
（
難
聴
幼
児
） 

自
活
訓
練
加
算
（Ⅰ
）の
有
無 

自
活
訓
練
加
算
（Ⅱ
）の
有
無 

食
事
提
供
体
制
加
算
（Ⅰ
）の
有
無 

食
事
提
供
体
制
加
算
（Ⅱ
）の
有
無 

重
度
盲
ろ
う
あ
児
支
援
加
算
の
有
無 

利
用
定
員
超
過
に
よ
る
減
算
の
有
無 

事
業
運
営
安
定
化
事
業
助
成
の
有
無 

福
祉
専
門
職
員
配
置
等
加
算
の
有
無 

看
護
師
配
置
加
算
の
有
無 

心
理
担
当
職
員
配
置
加
算
の
有
無 

処
遇
改
善
助
成
金
交
付
の
有
無 

処
遇
改
善
助
成
金
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
区
分 

11： 知的障害児施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○       ○ ○      ○ ○ ○ ○ ○   

12： 第一種自閉症児施設       ○       ○           ○ ○       ○ ○ ○     

13： 第二種自閉症児施設   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○       ○ ○       ○ ○ ○  ○   

21： 知的障害児通園施設   ○ ○ ○ ○            ○ ○     ○ ○   ○ ○ ○     

31： 盲児施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○                     ○ ○ ○ ○ ○ ○   

32： ろうあ児施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○                     ○ ○ ○ ○ ○ ○   

33： 難聴幼児通園施設   ○ ○ ○ ○           ○ ○      ○ ○   ○ ○ ○     

41： 肢体不自由児（入所）施設       ○         ○                   ○ ○ ○     

42： 肢体不自由児（通所）施設   ○ ○ ○             ○   ○     ○ ○   ○ ○ ○     

43： 肢体不自由児療護施設   ○ ○ ○ ○       ○                   ○ ○ ○  ○   

44： 肢体不自由児通園施設   ○ ○ ○             ○  ○     ○ ○   ○ ○ ○     

45： 医療機関（肢体不自由児）施設       ○         ○                     ○ ○     

51： 重心障害児施設       ○                             ○ ○ ○     

52： 医療機関（重心障害児）施設       ○                               ○ ○     



 

－ ７５－ － 
 

４ 

【異動年月日の年月が平成 21 年 3 月以前の場合】  
 

 
                                             

サービス種類 施設等の区分 

定
員
区
分 

入
所
定
員
数 

旧
法
施
設
定
員
数 

栄
養
士
配
置
加
算
の
基
準 

職
業
指
導
員
体
制
の
有
無 

小
規
模
加
算
体
制
の
有
無 

重
度
知
的
障
害
児
収
容
棟
設
置
の
有
無 

肢
体
不
自
由
児
施
設
重
度
病
棟
設
置
の
有
無 

強
度
行
動
障
害
加
算
体
制
整
備
の
有
無 

障
害
児
通
園
施
設
の
相
互
利
用
制
度
体
制
（
知
的
障
害
児
） 

障
害
児
通
園
施
設
の
相
互
利
用
制
度
体
制
（
肢
体
不
自
由
児
） 

障
害
児
通
園
施
設
の
相
互
利
用
制
度
体
制
（
難
聴
幼
児
） 

自
活
訓
練
加
算
（Ⅰ
）の
有
無 

自
活
訓
練
加
算
（Ⅱ
）の
有
無 

食
事
提
供
体
制
加
算
（Ⅰ
）の
有
無 

食
事
提
供
体
制
加
算
（Ⅱ
）の
有
無 

重
度
盲
ろ
う
あ
児
支
援
加
算
の
有
無 

利
用
定
員
超
過
に
よ
る
減
算
の
有
無 

事
業
運
営
安
定
化
事
業
助
成
の
有
無 

福
祉
専
門
職
員
配
置
等
加
算
の
有
無 

看
護
師
配
置
加
算
の
有
無 

心
理
担
当
職
員
配
置
加
算
の
有
無 

処
遇
改
善
助
成
金
交
付
の
有
無 

処
遇
改
善
助
成
金
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
区
分 

11： 知的障害児施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○       ○ ○      ○ ○      

12： 第一種自閉症児施設       ○       ○           ○ ○       ○ ○      

13： 第二種自閉症児施設   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○       ○ ○       ○ ○      

21： 知的障害児通園施設   ○ ○ ○ ○            ○ ○     ○ ○   ○ ○      

31： 盲児施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○                     ○ ○ ○      

32： ろうあ児施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○                     ○ ○ ○      

33： 難聴幼児通園施設   ○ ○ ○ ○           ○ ○      ○ ○   ○ ○      

41： 肢体不自由児（入所）施設       ○         ○                   ○ ○      

42： 肢体不自由児（通所）施設   ○ ○ ○             ○   ○     ○ ○   ○ ○      

43： 肢体不自由児療護施設   ○ ○ ○ ○       ○                   ○ ○      

44： 肢体不自由児通園施設   ○ ○ ○             ○  ○     ○ ○   ○ ○      

45： 医療機関（肢体不自由児）施設       ○         ○                     ○      

51： 重心障害児施設       ○                             ○ ○      

52： 医療機関（重心障害児）施設       ○                               ○      

 



 

－ ８９ － 

項番 項目 属性 
（※Ｚ） ﾊﾞｲﾄ数 内容 必須入力 

（※１） 備考 

３２ 小規模加算体制の有無 コード値 １ 
小規模加算体制の有無をコー

ドで設定 
◎ 

１:無し 

２:有り 

※３ 

３３ 
重度知的障害児収容棟設

置の有無 
コード値 １ 

重度知的障害児収容棟設置の

有無をコードで設定 
◎ 

１:無し 

２:有り 

※３ 

３４ 
肢体不自由児施設重度病

棟設置の有無 
コード値 １ 

肢体不自由児施設重度病棟設

置の有無をコードで設定 
◎ 

１:無し 

２:有り 

※３ 

３５ 
強度行動障害加算体制整

備の有無 
コード値 １ 

強度行動障害加算体制整備の

有無をコードで設定する 
◎ 

１:無し 

２:有り 

※３ 

３６ 

障害児通園施設の相互利

用制度体制（知的障害児）

の有無 

コード値 １ 

障害児通園施設の相互利用制

度体制（知的障害児）の有無

をコードで設定する 

◎ 

１:無し 

２:有り 

※３ 

３７ 

障害児通園施設の相互利

用制度体制（肢体不自由

児）の有無 

コード値 １ 

障害児通園施設の相互利用制

度体制（肢体不自由児）の有

無をコードで設定する 

◎ 

１:無し 

２:有り 

※３ 

３８ 

障害児通園施設の相互利

用制度体制（難聴幼児）

の有無 

コード値 １ 

障害児通園施設の相互利用制

度体制（難聴幼児）の有無を

コードで設定する 

◎ 

１:無し 

２:有り 

※３ 

３９ 
自活訓練加算（Ⅰ）の有

無 
コード値 １ 

自活訓練加算（Ⅰ）の有無を

コードで設定する 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※３ 

４０ 
自活訓練加算（Ⅱ）の有

無 
コード値 １ 

自活訓練加算（Ⅱ）の有無を

コードで設定する 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※３ 

４１ 
食事提供体制加算（Ⅰ）

の有無 
コード値 １ 

食事提供体制加算（Ⅰ）の有

無をコードで設定する 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※３ 

４２ 
食事提供体制加算（Ⅱ）

の有無 
コード値 １ 

食事提供体制加算（Ⅱ）の有

無をコードで設定する 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※３ 

４３ 
重度盲ろうあ児支援加算

の有無 
コード値 １ 

重度盲ろうあ児支援加算の有

無をコードで設定する 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※３ 

４４ 
利用定員超過による減算

の有無 
コード値 １ 

重度盲ろうあ児支援加算の有

無をコードで設定する 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※３ 

４５ 
事業運営安定化事業によ

る助成の有無 
コード値 １ 

事業運営安定化事業による助

成の届出の有無をコードで設

定する 

◎ 
１：無し 

２：有り 

※３、※１５ 

４６ 
福祉専門職員配置等加算

の有無 
コード値 １ 

福祉専門職員配置等加算の有

無をコードで設定する 
◎ 

１：無し 

２：有り 

３：Ⅰ 

４：Ⅱ 

※３、※４ 

※１６ 

４７ 看護師配置加算の有無 コード値 １ 
看護師配置加算の有無をコー

ドで設定する 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※３、※４ 



 

－ ８９－１ － 

項番 項目 属性 
（※Ｚ） ﾊﾞｲﾄ数 内容 必須入力 

（※１） 備考 

４８ 
心理担当職員配置加算の

有無 
コード値 １ 

心理担当職員配置加算の有無

をコードで設定する 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※３、※４ 

４９ 
福祉・介護職員処遇改善

加算の有無 
コード値 １ 

福祉・介護職員処遇改善加算

の有無をコードで設定 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※３、※５ 

５０ 
福祉・介護職員処遇改善

加算キャリアパス区分 
コード値 １ 

福祉・介護職員処遇改善加算

キャリアパス区分をコードで

設定 

○ ※３、※５ 

※６、※７ 

５１ サービス提供単位番号 コード値 ２ 
サービスの提供単位“00”～

“99”の範囲で設定する 
◎ ※９ 

５２ 事業実施区分 コード値 １ 
事業の実施形態をコードで設

定する 
◎ 

１：単独 

２：多機能 

※８ 

５３ 指定市町村番号 コード値 ６ 
当該事業所を所管する市町村

番号を設定する 
○ 

※８ 

※１０ 

※Ｃ 

５４ みなし指定の有無 コード値 １ 
みなし指定の有無をコードで

設定する 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※３ 

※８ 

５５ 

基
準
該
当 

登録市町村番号 コード値 ６ 
基準該当事業所を登録した市

町村の番号を設定する 
○ 

※８ 

※１１ 

※Ｃ 

５６ 受領委任の有無 コード値 １ 
受領委任の有無をコードで設

定する 
○ 

１：無し 

２：有り 

※８ 

５７ 登録開始年月日 コード値 ８ 
登録開始年月日（西暦年月日

（YYYYMMDD））を設定する 
○ ※８ 

※Ｙ 

５８ 登録終了年月日 コード値 ８ 
登録終了年月日（西暦年月日

（YYYYMMDD））を設定する 
○ ※８ 

※Ｙ 

５９ 障害児施設区分 コード値 ２ 
障害児施設の区分をコードで

設定する 
◎ 

※３ 

※８ 

※Ｃ 

６０ 
職員欠如による減算の有

無 
コード値 １ 

職員欠如による減算の有無を

コードで設定する 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※３、※８ 

６１ 特別支援加算の有無 コード値 １ 
特別支援加算の有無をコード

で設定する 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※３、※８ 

６２ 
小規模グループケア加算

の有無 
コード値 １ 

小規模グループケア加算の有

無をコードで設定する 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※３、※８ 

６３ 指導員加配加算の有無 コード値 １ 
指導員加配加算の有無をコー

ドで設定する 
◎ 

１：無し 

２：有り 

※３、※８ 



 

－ ８９－３ － 

※７：異動年月日の年月が平成２２年９月以前の場合「２」を設定する。それ以外の値が設定された場合

はエラーとし台帳への登録は行わない。（平成２２年９月以前のコード「１：非該当」「２：該当」） 
    異動年月日の年月が平成２２年１０月以降の場合、以下の内容をコードで設定する。 

１：減算なし 

２：20％減算（キャリアパス要件、定量的要件） 

３：10％減算（キャリアパス要件） 

４：10％減算（定量的要件） 

 異動年月日の年月が平成２４年４月以降の場合、以下の内容をコードで設定する。 
１：Ⅰ 

２：Ⅲ（キャリアパス要件、定量的要件） 

３：Ⅱ（キャリアパス要件） 

４：Ⅱ（定量的要件） 

※８：異動年月日の年月が平成２４年３月以前の場合、“０”または“NULL”を設定する。 それ以外の値が

設定された場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

※９：異動年月日の年月が平成２４年３月以前の場合は“００”を設定する。 

異動年月日の年月が平成２４年４月以降で、かつ、同一事業所番号、同一サービス種類において複

数の指定基準での登録がある場合には、サービス種類毎に「００」～「９９」までの番号を指定して登

録する。（対象サービス種類 ： 児童発達支援、放課後等デイサービス） 

また、上記以外については「００」を設定する。 

※１０：市町村が指定した場合のみ当該サービスに関わる事業所を指定した市町村のコードを設定する。 

※１１：当該サービスに関わる事業所を登録した市町村のコードを登録する。 

※１２：児童発達支援および放課後等デイサービスについて、児童デイサービスから移行した障害児通所

支援事業所の場合、「３１：一級地（旧児童デイ）」から「５１：その他（旧児童デイ）」より該当する内

容をコード値で設定する。 

※１３：基準該当事業所の場合、設定しない。 

※１４：指定更新申請中区分を「２：有り」として設定し異動連絡票情報を登録した場合、指定更新が行わ

れた際に当該異動連絡票情報の指定更新申請中区分および指定有効開始年月日、指定有効終

了年月日を指定更新後の内容へ訂正する必要は無い。 

※１５：異動年月日の年月が平成２４年４月以降の場合、「事業運営安定化事業」は「新体系定着支援事

業」と読み替えて使用する。 

※１６：「２：有り」は、異動年月日の年月が平成２５年３月以前の場合設定可、「３：Ⅰ」「４：Ⅱ」は平成２５

年４月以降の場合設定可とする。 

※Ｂ：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅱ．障害児支援 1.2 インタフェース一覧」参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 
※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。 



 

－ １０３ － 

項番 項目 属性 
（※Ｚ） ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

３２ 小規模加算体制の有無 コード値 １ 小規模加算体制の有無をコードで設定 
１：無し 

２：有り 

３３ 
重度知的障害児収容棟設

置の有無 
コード値 １ 

重度知的障害児収容棟設置の有無をコ

ードで設定 

１：無し 

２：有り 

３４ 
肢体不自由児施設重度病

棟設置の有無 
コード値 １ 

肢体不自由児施設重度病棟設置の有無

をコードで設定 

１：無し 

２：有り 

３５ 
強度行動障害加算体制整

備の有無 
コード値 １ 

強度行動障害加算体制整備の有無をコ

ードで設定する 

１：無し 

２：有り 

３６ 

障害児通園施設の相互利

用制度体制（知的障害児）

の有無 

コード値 １ 

障害児通園施設の相互利用制度体制

（知的障害児）の有無をコードで設定

する 

１：無し 

２：有り 

３７ 

障害児通園施設の相互利

用制度体制（肢体不自由

児）の有無 

コード値 １ 

障害児通園施設の相互利用制度体制

（肢体不自由児）の有無をコードで設

定する 

１：無し 

２：有り 

３８ 

障害児通園施設の相互利

用制度体制（難聴幼児）の

有無 

コード値 １ 

障害児通園施設の相互利用制度体制

（難聴幼児）の有無をコードで設定す

る 

１：無し 

２：有り 

３９ 自活訓練加算（Ⅰ）の有無 コード値 １ 
自活訓練加算（Ⅰ）の有無をコードで

設定する 

１：無し 

２：有り 

４０ 自活訓練加算（Ⅱ）の有無 コード値 １ 
自活訓練加算（Ⅱ）の有無をコードで

設定する 

１：無し 

２：有り 

４１ 
食事提供体制加算（Ⅰ）の

有無 
コード値 １ 

食事提供体制加算（Ⅰ）の有無をコー

ドで設定する 

１：無し 

２：有り 

４２ 
食事提供体制加算（Ⅱ）の

有無 
コード値 １ 

食事提供体制加算（Ⅱ）の有無をコー

ドで設定する 

１：無し 

２：有り 

４３ 
重度盲ろうあ児支援加算

の有無 
コード値 １ 

重度盲ろうあ児支援加算の有無をコー

ドで設定する 

１：無し 

２：有り 

４４ 
利用定員超過による減算

の有無 
コード値 １ 

利用定員超過による減算の有無をコー

ードで設定する 

１：無し 

２：有り 

４５ 
事業運営安定化事業によ

る助成の有無 
コード値 １ 

事業運営安定化事業による助成の届出

の有無をコードで設定する 

１：無し 

２：有り 

４６ 
福祉専門職員配置等加算

の有無 
コード値 １ 

福祉専門職員配置等加算の有無をコー

ドで設定する 

１：無し 

２：有り 

３：Ⅰ 

４：Ⅱ 

４７ 看護師配置加算の有無 コード値 １ 
看護師配置加算の有無をコードで設定

する 

１：無し 

２：有り 



 

－ １１７ － 

項番 項目 属性 
（※Ｚ） ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

３２ 小規模加算体制の有無 コード値 １ 小規模加算体制の有無をコードで設定 
１:無し 

２:有り 

３３ 
重度知的障害児収容棟設

置の有無 
コード値 １ 

重度知的障害児収容棟設置の有無をコ

ードで設定 

１:無し 

２:有り 

３４ 
肢体不自由児施設重度病

棟設置の有無 
コード値 １ 

肢体不自由児施設重度病棟設置の有無

をコードで設定 

１:無し 

２:有り 

３５ 
強度行動障害加算体制整

備の有無 
コード値 １ 

強度行動障害加算体制整備の有無をコ

ードで設定する 

１:無し 

２:有り 

３６ 

障害児通園施設の相互利

用制度体制（知的障害児）

の有無 

コード値 １ 

障害児通園施設の相互利用制度体制

（知的障害児）の有無をコードで設定

する 

１:無し 

２:有り 

３７ 

障害児通園施設の相互利

用制度体制（肢体不自由

児）の有無 

コード値 １ 

障害児通園施設の相互利用制度体制

（肢体不自由児）の有無をコードで設

定する 

１:無し 

２:有り 

３８ 

障害児通園施設の相互利

用制度体制（難聴幼児）

の有無 

コード値 １ 

障害児通園施設の相互利用制度体制

（難聴幼児）の有無をコードで設定す

る 

１:無し 

２:有り 

３９ 
自活訓練加算（Ⅰ）の有

無 
コード値 １ 

自活訓練加算（Ⅰ）の有無をコードで

設定する 

１：無し 

２：有り 

４０ 
自活訓練加算（Ⅱ）の有

無 
コード値 １ 

自活訓練加算（Ⅱ）の有無をコードで

設定する 

１：無し 

２：有り 

４１ 
食事提供体制加算（Ⅰ）

の有無 
コード値 １ 

食事提供体制加算（Ⅰ）の有無をコー

ドで設定する 

１：無し 

２：有り 

４２ 
食事提供体制加算（Ⅱ）

の有無 
コード値 １ 

食事提供体制加算（Ⅱ）の有無をコー

ドで設定する 

１：無し 

２：有り 

４３ 
重度盲ろうあ児支援加算

の有無 
コード値 １ 

重度盲ろうあ児支援加算の有無をコー

ドで設定する 

１：無し 

２：有り 

４４ 
利用定員超過による減算

の有無 
コード値 １ 

利用定員超過による減算の有無をコー

ドで設定する 

１：無し 

２：有り 

４５ 
事業運営安定化事業によ

る助成の有無 
コード値 １ 

事業運営安定化事業による助成の届出

の有無をコードで設定する 

１：無し 

２：有り 

４６ 
福祉専門職員配置等加算

の有無 
コード値 １ 

福祉専門職員配置等加算の有無をコー

ドで設定する 

１：無し 

２：有り 

３：Ⅰ 

４：Ⅱ 

４７ 看護師配置加算の有無 コード値 １ 
看護師配置加算の有無をコードで設定

する 

１：無し 

２：有り 



 

－ １３８ － 

 
２．３ 項目説明 

 
  本節では、「インタフェース仕様書 共通編 １．２．２（２）レコードフォーマット（P.4）」のデータレコードフ

ォーマットにおいて“データ”として記載されている項目の各帳票ごとのインタフェースについて記載する。 

 
２．３．１ 都道府県等審査用資料情報（出力情報） 

（１） 事務点検結果票情報 
① 基本情報レコード 

項番 項目名 
属性 

（※Ｚ） 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 

出力対象項目

（※１） 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 当情報の内容を識別するための番号 ◎ ※Ｂ 

２ レコード種別コード コード値 ２ ０１を設定する（基本情報レコード） ◎  

３ 証記載都道府県等番号 コード値 ６ 
受給者証に記載された都道府県等番号

を設定する 
◎ ※Ｃ 

４ 証記載都道府県等名 漢字 ４０ 
受給者証に記載された都道府県等名を

設定する 
◎  

５ 受付年月 コード値 ６ 
受付年月（西暦年月 YYYYMM）を設定す

る 
◎ ※Ｙ 

６ 

計 

点検件数 数値 １２ 点検件数を設定する ◎  

７ 正常件数 数値 １２ 件数を設定する ◎  

８ 警告件数 数値 １２ 件数を設定する ◎  

９ エラー件数 数値 １２ 件数を設定する ◎  

１０ 請

求

額 

給付費 数値 １２ 給付費を設定する ◎  

１１ 特別対策費 数値 １２ 特別対策費を設定する ○ ※２ 

１２ 自治体助成分請求額 数値 １２ 自治体助成分請求額を設定する ○  

１３ 
高額障害児通所給付

費 
数値 １２ 設定しない   

１４ 審査年月日 コード値 ８ 
都道府県等審査年月日（西暦年月日

YYYYMMDD）を設定する 
 ※Ｙ 

※１：出力対象項目 ◎：出力対象項目、○：請求内容により出力対象となる項目 

              △：事業所の設定状況により出力対象となる項目、空白：出力対象外項目 

※２：サービス提供年月が平成２５年４月以降は、設定しない。 

※Ｂ：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅱ．障害児支援 2.2 インタフェース一覧」参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 

※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。 



 

－ １３９ － 

 
② 明細情報レコード 

項番 項目名 
属性 

（※Ｚ） 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 

出力対象項目

（※１） 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 当情報の内容を識別するための番号 ◎ ※Ｂ 

２ レコード種別コード コード値 ２ ０２を設定する（明細情報レコード） ◎  

３ 証記載都道府県等番号 コード値 ６ 
受給者証に記載された都道府県等番

号を設定する 
◎ ※Ｃ 

４ 受付年月 コード値 ６ 
受付年月（西暦年月 YYYYMM）を設定

する 
◎ ※Ｙ 

５ 明細行区分コード コード値 ２ 明細行区分を設定する ◎ ※２ 

６ 点検件数 数値 １２ 点検件数を設定する ◎  

７ 正常件数 数値 １２ 件数を設定する ◎  

８ 警告件数 数値 １２ 件数を設定する ◎  

９ エラー件数 数値 １２ 件数を設定する ◎  

１０ 
請
求
額 

給付費 数値 １２ 給付費を設定する ◎  

１１ 特別対策費 数値 １２ 特別対策費を設定する ○ ※３ 

１２ 自治体助成分請求額 数値 １２ 自治体助成分請求額を設定する ○  

１３ 高額障害児通所給付費 数値 １２ 設定しない   

※１：出力対象項目 ◎：出力対象項目、○：請求内容により出力対象となる項目 

              △：事業所の設定状況により出力対象となる項目、空白：出力対象外項目 

※２：明細行区分コード 

 

 

 

 

※３：サービス提供年月が平成２５年４月以降は、設定しない。 

※Ｂ：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅱ．障害児支援 2.2 インタフェース一覧」参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 

※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。 

 

01：給付費 

02：給付費（特定入所障害児食費等給付費） 

03：過誤調整 

04：サービス提供実績記録票 

05：利用者負担上限額管理票 



 

－ １４１ － 

 
（２） 点検済障害児通所給付費・入所給付費等請求書情報 

障害児入所給付費の点検済請求書情報は以下のレコードの組み合わせにより構成される。 
① 請求書基本情報レコード 

項番 項目名 
属性 

（※Ｚ） 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 

出力対象項目

（※１） 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 当情報の内容を識別するための番号 ◎ ※Ｂ 

２ レコード種別コード コード値 ２ ０１を設定する（基本情報レコード） ◎  

３ サービス提供年月 コード値 ６ 
サ ー ビ ス を 提 供 し た 年 月 （ 西 暦 年 月

YYYYMM を設定する） 
◎ ※Ｙ 

４ 都道府県等番号 コード値 ６ 
受給者証に記載された都道府県等番号

（ﾁｪｯｸﾃﾞｼﾞｯﾄ１桁含む） 
◎ 

※Ｃ 

※２ 

５ 事業所番号 コード値 １０ サービスを提供した事業所番号 ◎ ※Ｃ 

６ 請求金額 数値 １０ 

請求金額を設定する 

請求金額＝合計 給付費請求額＋合計

特別対策費請求額＋合計 自治体助成

額 

◎  

７ 

小
計 

 

障
害
児
給
付
費
・
特
例
障
害
児
通
所
給
付
費 

件数 数値 ６ 小計 件数 ◎ ※５ 

８ 単位数 数値 ９ 小計 単位数 ◎ ※５ 

９ 費用合計 数値 １０ 小計 費用合計 ◎ ※５ 

１０ 給付費請求額 数値 １０ 小計 給付費請求額 ◎ ※５ 

１１ 
特別対策費請求

額 
数値 １０ 小計 特別対策費請求額 ○ 

※３ 

※７ 

１２ 利用者負担額 数値 １０ 小計 利用者負担額 ◎ ※５ 

１３ 自治体助成額 数値 １０ 小計 自治体助成額 ○ ※３ 



 

－ １４２ － 

項番 項目名 
属性 

（※Ｚ） 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 

出力対象項目

（※１） 
備考 

１４ 
小
計 
 

特
定
入
所
障
害
児
食

費
等
給
付
費
・
高
額
障
害
児
通

所
給
付
費 

件数 数値 ６ 小計 件数 ○ ※３ 

１５ 費用合計 数値 １０ 小計 費用合計 ○ ※３ 

１６ 給付費請求額 数値 １０ 小計 給付費請求額 ○ ※３ 

１７ 

合
計 

件数 数値 ６ 合計 件数 ◎ ※４ 

１８ 単位数 数値 ９ 合計 単位数 ◎ ※５ 

１９ 費用合計 数値 １０ 合計 費用合計 ◎ ※４ 

２０ 給付費請求額 数値 １０ 合計 給付費請求額 ◎ ※４ 

２１ 
特別対策費請求

額 
数値 １０ 合計 特別対策費請求額 ○ 

※３ 

※７ 

２２ 利用者負担額 数値 １０ 合計 利用者負担額 ◎ ※５ 

２３ 自治体助成額 数値 １０ 合計 自治体助成額 ○ ※３ 

２４ 受付年月 コード値 ６ 
請求受付年月（西暦年月 YYYYMM）を設

定する 
◎ ※Y 

２５ 点検結果 コード値 １ 点検結果を設定する ◎ 

1:正常 

2:警告 

3:エラー 

※１：出力対象項目 ◎：出力対象項目、○：請求内容により出力対象となる項目 

              △：事業所の設定状況により出力対象となる項目、空白：出力対象外項目 

※２：給付費の請求先が政令市等の場合に、処遇改善助成金（※６）の請求書情報を作成する際には、処

遇改善助成金（※６）の請求先都道府県番号を設定する。 

※３：処遇改善助成金（※６）のみの請求書情報を作成する際には、設定しない。 

※４：給付費の請求先が政令市等の場合に処遇改善助成金（※６）の請求書情報を作成する際には、処

遇改善助成金（※６）に関する情報の合計を設定する。給付費の請求先が都道府県の場合に処遇

改善助成金（※６）の請求書情報を作成する際には、給付費、および処遇改善助成金（※６）に関す

る情報の合計を設定する。 

※５：処遇改善助成金（※６）の請求書情報を作成する際には、０を設定する。 

※６：サービス提供年月が平成２４年３月までの処遇改善助成金。 

※７：サービス提供年月が平成２５年４月以降は、設定しない。 

※Ｂ：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅱ．障害児支援 2.2 インタフェース一覧」参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 

※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。 



 

－ １４３ － 

② 請求書明細情報レコード 

項番 項目名 
属性 

（※Ｚ） 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 

出力対象項目（※１） 
(給付種別、交換情報識別番号毎) 

備考 
給付種別

=1 

給付種別

=2 

給付種別

=3 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
当情報の内容を識別するための番

号 
◎ ◎ ◎ ※Ｂ 

２ レコード種別コード コード値 ２ ０２を設定する（明細情報レコード） ◎ ◎ ◎  

３ サービス提供年月 コード値 ６ 
サービスを提供した年月（西暦年月

YYYYMM を設定する） 
◎ ◎ ◎ ※Ｙ 

４ 都道府県等番号 コード値 ６ 
受給者証に記載された都道府県等

番号（ﾁｪｯｸﾃﾞｼﾞｯﾄ１桁含む） 
◎ ◎ ◎ 

※Ｃ 

※２ 

５ 事業所番号 コード値 １０ サービスを提供した事業所番号 ◎ ◎ ◎ ※Ｃ 

６ 給付種別 コード値 １ 

請求書における給付の種別を表す 

１：障害児入所給付費 

２：特定入所障害児食費等給付費 

３：処遇改善助成金 

◎ ◎ ◎ ※４ 

７ サービス種類コード コード値 ２ サービス種類コード ◎ ◎ ◎ ※Ｃ 

８ 件数 数値 ６ サービス種類毎の明細書の件数 ◎ ○ ◎ ※３ 

９ 単位数 数値 ９ サービス種類毎の単位数 ◎    

１０ 費用合計 数値 １０ サービス種類毎の費用の額 ◎ ○ ◎ ※３ 

１１ 給付費請求額 数値 １０ サービス種類毎の給付費請求額 ◎ ○ ◎ ※３ 

１２ 特別対策費請求額 数値 １０ 
サービス種類毎の特別対策費請求

額 
○   ※６ 

１３ 利用者負担額 数値 １０ 

サービス種類毎の利用者負担額

（自治体助成がある場合、明細

書の決定利用者負担額から自

治体助成額を控除した額を設

定する） 

◎    

１４ 自治体助成額 数値 １０ サービス種類毎の自治体助成額 ○    

１５ 受付年月 コード値 ６ 
請 求 受 付 年 月 （ 西 暦 年 月

YYYYMM）を設定する 
◎ ◎ ◎ ※Y 

１６ 点検結果 コード値 １ 点検結果を設定する ◎ ◎ ◎ 

1:正常 

2:警告 

3:エラー 

※１：出力対象項目 ◎：出力対象項目、○：請求内容により出力対象となる項目 

              △：事業所の設定状況により出力対象となる項目、空白：出力対象外項目 

※２：給付費の請求先が政令市等の場合に、処遇改善助成金（※５）の請求書情報を作成する際には、処

遇改善助成金（※５）の請求先都道府県番号を設定する。 

※３：処遇改善助成金（※５）の請求書情報を作成する際には、処遇改善助成金（※５）に関する情報を設定す

る。 

※４：「３：処遇改善助成金」については、サービス提供年月が平成２４年４月以降使用しない。 

※５：サービス提供年月が平成２４年３月までの処遇改善助成金。 

※６：サービス提供年月が平成２５年４月以降は、設定しない。 

※Ｂ：交換情報識別番号は「2.2 インタフェース一覧」を参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 

※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。 



 

－ １４８ － 

項番 項目名 
属性 

（※Ｚ） 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 

出力 

対象項目 

（※１） 
備考 

１７ 就労継続支援A型減免対象者 コード値 １ 設定しない   

１８ 障害程度区分コード 英数 ２ 設定しない   

１９ 
上
限
額
管
理
事
業
所 

指定事業所番号 コード値 １０ 上限管理事業所の事業所番号を設定する ○ 
※Ｃ 

※４ 

２０ 管理結果 コード値 １ 上限額管理結果票の管理結果を設定する ○ 
※３ 

※４ 

２１ 管理結果額 数値 ５ 
上限額管理結果票の管理結果額を設定す

る 
○ ※４ 

２２ 日
中
支
援
加
算
欄 

指定事業所番号 コード値 １０ 設定しない   

２３ 当該事業所への通

所日数 
数値 ２ 設定しない   

２４ 

請
求
額
集
計
欄 

合
計 

給付単位数 数値 ９ 
サービス種類コードごとの単位数を設定す

る 
◎  

２５ 総費用額 数値 １０ サービスの総費用額を設定する ◎  

２６ 上限月額調整（①

②の内少ない数） 
数値 ６ 

上限月額調整（①②の内少ない数）の

合計を設定する 
◎  

２７ Ａ
型
減
免 

事 業 者減免

額 
数値 ６ 設定しない   

２８ 減 免 後利用

者負担額 
数値 ６ 設定しない   

２９ 調整後利用者負担

額 
数値 ６ 調整後利用者負担額を設定する ○  

３０ 上限額管理後利用

者負担額 
数値 ６ 上限額管理後利用者負担額 ○  

３１ 決定利用者負担額 数値 ６ 

算定した結果の利用者負担額を設定する

（自治体助成分請求額を控除する前の利

用者負担額である） 

◎  

３２ 

請
求
額 

給付費 数値 １０ 給付費の請求額を設定する ◎  

３３ 高 額 障害児

通所給付費 
数値 １０ 設定しない   

３４ 特別対策費 数値 １０ 

サービス提供年月が平成 24 年 4 月以降

は、新体系定着支援に係る請求額を設定 

サービス提供年月が平成 21 年 10 月以降

は、事業運営安定化に係る請求額を設定 

サービス提供年月が平成 21 年 9 月以前

は、特別対策費である激変緩和加算に係

る請求額を設定 

○ ※５ 

３５ 自治体助成分請求

額 
数値 ６ 

利用者負担額のうち自治体が助成する額

を設定する 
○  



 

－ １４９ － 

項番 項目名 
属性 

（※Ｚ） 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 

出力 

対象項目 

（※１） 
備考 

３６ 
特
定
入
所
障
害
児
食
費
等 

給
付
費 

算定日額 数値 ４ 算定する日額を設定する ○  

３７ 日数 数値 ２ 算定する日数を設定する ○  

３８ 給付費請求額 数値 ５ 
特定入所障害児食費等給付費の請求額

を設定する 
○  

３９ 実費算定額 数値 ６ 利用者が負担する実費の額を設定する ○  

４０ 受付年月 コード値 ６ 請求受付年月（西暦年月YYYYMM）を設定 ◎ ※Y 

４１ 点検結果 コード値 １ 点検結果を設定する ◎ 

1:正常 

2:警告 

3:エラー 

4:過誤 

5:過誤の取下 

 

※１：出力対象項目 ◎：出力対象項目、○：請求内容により出力対象となる項目 

              △：事業所の設定状況により出力対象となる項目、空白：出力対象外項目 

※２：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅱ．障害児支援 ２．３．１（３）入力識別番号一覧」参照。 

※３： “１” ： 管理事業所で利用者負担額を充当したため、他事業所の利用者負担は発生しない。 

    “２” ： 利用者負担額の合計額が、負担上限月額以下のため、調整事務は行わない。 

    “３” ： 利用者負担額の合計額が、負担上限月額を超過するため、下記のとおり調整した。 

※４：利用者負担上限額管理を行った場合のみ設定する。利用者負担上限額管理が必要ない場合（例え

ば、利用者負担上限月額が０円の場合）は設定しない。 

※５：サービス提供年月が平成２５年４月以降は、設定しない。 

※Ｂ：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅱ．障害児支援 2.2 インタフェース一覧」参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 

※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。 



 

－ １５３ － 

項番 項目名 
属性 

（※Ｚ） 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 

出力 

対象項目

（※１） 

備考 

１９ 

請
求
額
集
計
欄 

Ａ

型

減

免 

事業者減免額 数値 ６ 設定しない   

２０ 減免後利用者負

担額 
数値 ６ 設定しない   

２１ 調整後利用者負担額 数値 ６ 調整後利用者負担額を設定する ○  

２２ 上限額管理後利用者負

担額 
数値 ６ 上限額管理後利用者負担額を設定する ○ ※７ 

２３ 決定利用者負担額 数値 ６ 

算定した結果の利用者負担額を設定する（自

治体助成分請求額を控除する前の利用者負

担額である） 

◎  

２４ 

請

求

額 

給付費 数値 １０ 給付費請求額を設定する ◎  

２５ 高額障害児通所給

付費 
数値 １０ 設定しない   

２６ 特別対策費 数値 １０ 

サービス提供年月が平成 24 年 4 月以降は、

新体系定着支援に係る請求額を設定 

サービス提供年月が平成 21 年 10 月以降は、

事業運営安定化に係る請求額を設定 

サービス提供年月が平成 21 年 9 月以前は、

特別対策費である激変緩和加算に係る請求

額を設定する 

○ ※８ 

２７ 自治体助成分請求額 数値 ６ 
利用者負担額のうち自治体が助成する額を

設定する 
○ ※４ 

２８ 
特
定
入
所
障
害
児 

食
費
等
給
付
費 

算定日額 数値 ４ サービス種類ごとに算定する日額を設定する ○ ※５ 

２９ 日数 数値 ２ サービス種類ごとに算定する日数を設定する ○ ※５ 

３０ 給付費請求額 数値 ５ サービス種類ごとに給付費請求額を設定する ○ ※５ 

３１ 実費算定額 数値 ６ 
サービス種類ごとに実績記録票の実費算定

額を設定する 
○ ※５ 

３２ 
利
用
日
数
管
理
票 

対象期間（開始） コード値 ６ 設定しない   

３３ 対象期間（終了） コード値 ６ 設定しない   

３４ 当月の利用日数 数値 ２ 設定しない   

３５ 原則日数の総和 数値 ３ 設定しない   

３６ 受付年月 コード値 ６ 
請求受付年月（西暦年月 YYYYMM）を設定す

る 
◎ ※Y 

３７ 点検結果 コード値 １ 点検結果を設定する ◎ 

1:正常 

2:警告 

3:エラー 

4:過誤 
5:過誤の取下 

※１：出力対象項目 ◎：出力対象項目、○：請求内容により出力対象となる項目 

△：事業所の設定状況により出力対象となる項目、空白：出力対象外項目 

※２：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅱ．障害児支援 ２．３．１（３）入力識別番号一覧」参照。 

 



 

－ １５３－１ － 
 

※３ 【サービス提供年月が平成２５年４月以降の場合】 

１ ： ２および７以外の情報は１を設定する。 

２ ： 単位数単価が１０円以外の地域に所在する事業所において、下記障害児支援サービスを行った

場合、同一サービス種類において単位数単価を分けて集計する必要があるため下記サービスを

集計欄分類番号＝２で集計する。 

（１）児童発達支援 

①人工内耳装用児支援加算 

（２）医療型障害児入所支援 

①重度障害児支援加算 

②重度重複障害児加算 

（３）障害児入所支援 

①重度障害児支援加算 

②重度重複障害児加算 

③強度行動障害児特別支援加算 

④自活訓練加算 

７ ： 単位数単価が１０円以外の地域に所在する事業所において、１人の障害児に対し下記のような

形態で障害児支援サービスを行った場合、同一サービス種類において単位数単価を分けて集

計する必要があるため集計欄分類番号＝７で集計する。 

 （１）児童発達支援 

   ①児童発達支援センターにおいて、主として重症心身障害児以外を受け入れる事業所と重症

心身障害児を受け入れる事業所の両方でサービスを提供した場合 

   ②児童発達支援センター以外において、主として重症心身障害児以外を受け入れる事業所と

重症心身障害児を受け入れる事業所の両方でサービスを提供した場合 

 （２）放課後等デイサービス 

①主として重症心身障害児以外を受け入れる事業所と重症心身障害児を受け入れる事業所

の両方でサービスを提供した場合 

 



 

－ １５３－２ － 
 

 

【サービス提供年月が平成２４年４月以降、平成２５年３月以前の場合】 

１ ： ２、４、６および７以外の情報は１を設定する。 

２ ： 同一サービス種類で単位数単価が異なる場合、２を設定する。具体的には単位数単価が１０円 

以外の地域に所在する事業所において、下記障害児支援サービスを行った場合となる。 

（１）児童発達支援 

①人工内耳装用児支援加算 

（２）医療型障害児入所支援 

①重度障害児支援加算 

②重度重複障害児加算 

（３）障害児入所支援 

①重度障害児支援加算 

②重度重複障害児加算 

③強度行動障害児特別支援加算 

④自活訓練加算 

４ ： 同一サービス種類で給付率が異なる場合（新体系定着支援に係る請求額） 
６ ： ７のパターンにおける新体系定着支援に係る請求額を集計欄分類番号＝６で集計する。 
７ ： 単位数単価が１０円以外の地域に所在する事業所において、１人の障害児に対し下記のような

形態で障害児支援サービスを行った場合、同一サービス種類において単位数単価を分けて集

計する必要があるため集計欄分類番号＝７で集計する。 

 （１）児童発達支援 

   ①児童発達支援センターにおいて、主として重症心身障害児以外を受け入れる事業所と重症

心身障害児を受け入れる事業所の両方でサービスを提供した場合 

   ②児童発達支援センター以外において、主として重症心身障害児以外を受け入れる事業所と

重症心身障害児を受け入れる事業所の両方でサービスを提供した場合 

 （２）放課後等デイサービス 

①主として重症心身障害児以外を受け入れる事業所と重症心身障害児を受け入れる事業所

の両方でサービスを提供した場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

－ １５３－３ － 
 

【サービス提供年月が平成２１年１０月以降、平成２４年３月以前の場合】 
１ ： ２および４以外の情報は１を設定する。 

２ ： 同一サービス種類で単位数単価が異なる場合、２を設定する。具体的には単位数単価が１０円 

以外の地域に所在する事業所において、下記障害児施設サービスを行った場合となる。 

（１）知的障害児施設給付 

①重度知的障害児支援加算 

②重度重複障害児加算 

③強度行動障害児特別支援加算 

④自活訓練加算 

（２）盲ろうあ児施設給付費 

①重度盲ろうあ児支援加算 

②重度重複障害児加算 

（３）肢体不自由児施設支援 

①乳幼児加算 

②重度肢体不自由児支援加算 

③重度重複障害児加算 

（４）難聴幼児通園施設給付 

①人工内耳装用児支援加算 

４ ： 同一サービス種類で給付率が異なる場合（事業運営安定化に係る請求額） 

 

   【サービス提供年月が平成２１年４月以降９月以前の場合】 

１ ： ２、３および４以外の情報は１を設定する。  

２ ： 同一サービス種類で単位数単価が異なる場合、２を設定する。具体的には単位数単価が１０円 

以外の地域に所在する事業所において、下記障害児施設サービスを行った場合となる。 

（１）知的障害児施設給付  

①重度知的障害児支援加算  

②重度重複障害児加算  

③強度行動障害児特別支援加算  

④自活訓練加算  

（２）盲ろうあ児施設給付費  

①重度盲ろうあ児支援加算 

②重度重複障害児加算 

（３）肢体不自由児施設支援  

①乳幼児加算  

②重度肢体不自由児支援加算  

③重度重複障害児加算   

（４）難聴幼児通園施設給付 

①人工内耳装用児支援加算 

４ ： 同一サービス種類で給付率が異なる場合（特別対策事業の激変緩和加算） 

 



 

－ １５３－４ － 
 

   【サービス提供年月が平成２１年３月以前の場合】 

１ ： ２、３および４以外の情報は１を設定する。  

２ ： 同一サービス種類で単位数単価が異なる場合、２を設定する。具体的には単位数単価が１０円 

以外の地域に所在する事業所において、下記障害児施設サービスを行った場合となる。 

（１）知的障害児施設給付  

①重度知的障害児支援加算  

②重度重複障害児加算  

③強度行動障害児特別支援加算 

④自活訓練加算  

（２）盲ろうあ児施設給付費  

①重度盲ろうあ児支援加算 

②重度重複障害児加算 

（３）肢体不自由児施設支援  

①乳幼児加算  

②重度肢体不自由児支援加算  

③重度重複障害児加算   

３ ： 同一サービス種類で給付率が異なる場合（障害児施設給付費の激変緩和加算）  

４ ： 同一サービス種類で給付率が異なる場合（特別対策事業の激変緩和加算） 

 

※４：自治体助成分請求額設定ルール 

自治体助成分請求額の計算方法としては、国制度（利用者負担調整など）を適用した後の決定利用者

負担額に対してサービス種類ごとに定率を助成する方式とする。 
自治体助成分請求額＝決定利用者負担額×都道府県等助成率（小数点以下切捨） 

例）施設（入所）と施設（通所）のサービス提供を受ける利用者で、施設（通所）の利用者負担額のうち半

分を都道府県等が助成する場合 

 施設（入所） 施設（通所） 

決定利用者負担額 7,500 4,800 

自治体助成分請求額  2,400 

                                              ↓ 

                      実際の利用者負担額は、7,500＋4,800-2,400＝9,900 となる。 

※５：集計欄分類番号＝１のレコードのみに設定が必要である。 
※６：法第二十四条の五が適用される場合、「都道府県等が定める額」もしくは「１割相当額」のうち小さい額を

設定。 
※７：利用者負担上限額管理を行った場合のみ設定する。利用者負担上限額管理が必要ない場合（例えば、

利用者負担上限月額が０円の場合）は設定しない。 
※８：サービス提供年月が平成２５年４月以降は、設定しない。 

※Ｂ：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅱ．障害児施設給付 2.2 インタフェース一覧」参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 

※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。

4,800(円) × 50(%) 



 

－ １６１ － 
 

項番 項目名 
属性 

（※Ｚ） 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 

出力対象項目（※１） 

備考 
ｻｰﾋﾞｽ提供年月 

H24/4 

以降 

H21/4～

H24/3 

H21/3 

以前 

２４ 
家庭連携加算 

（サービス提供時間数） 
数値 ４ 

家庭連携加算に関して、実際に支

援に要した時間数を設定（整数部 2

桁＋小数部 2 桁を設定、例：１．５

時間→０１５０（または１５０）） 

○ ○ ○  

２５ 
家庭連携加算 

（算定時間数） 
数値 ２ 

家庭連携加算に関して、算定する

時間数を設定（整数） 
○ ○ ○  

２６ 自活訓練加算 コード値 １ 加算を算定する場合１を設定 ○ ○ ○  

２７ 短期滞在加算 コード値 １ 設定しない     

２８ 
訪問支援特別加算 

（サービス提供時間数） 
数値 ４ 

実際にサービス提供した時間数を

設定（整数部 2 桁＋小数部 2 桁を

設定、例：１．５時間→０１５０（また

は１５０）） 

 ○ ○  

２９ 
訪問支援特別加算 

（算定時間数） 
数値 ２ 算定する時間数を設定（整数）  ○ ○  

３０ 施設外支援 コード値 １ 設定しない     

３１ 退所時特別支援加算 コード値 １ 設定しない     

３２ 地域移行加算 コード値 １ 
地域移行加算を行った場合、１を設

定 
○ ○   

３３ 食事提供加算 コード値 １ 
加算対象となる低所得者に対して

食事を提供した場合１を設定 
 ○ ○  

３４ 入院・外泊時加算 コード値 １ 

入院・外泊時加算（Ⅰ）を算定する

場合、１を設定 

入院・外泊時加算（Ⅱ）を算定する

場合、２を設定 

（サービス提供年月が平成２４年３

月以前：加算を算定する場合、１を

設定） 

○ ○ ○  

３５ 提供形態 コード値 １ 設定しない     

３６ 備考 漢字 
１０

０ 
備考欄に記載が必要な場合、設定 ○ ○ ○  

３７ サービス提供の状況 コード値 １ 

２：入院 

３：外泊 

４：入院→外泊 ５：外泊→入院 

６：入院→共同生活住居に戻る→外泊  

７：外泊→共同生活住居に戻る→入院 

８：欠席（欠席時対応加算） 

○ ○ ○  

３８ 夜間支援体制加算 コード値 １ 設定しない     

３９ 
入院時支援特別加算 

（サービス提供回数） 
コード値 １ 

入院時支援特別加算の算定要件

を満たす支援を行った場合１を設

定。報酬上算定できる回数にかか

わらず、要件を満たす場合は設定

する。 

○ ○ ○  

４０ 
入院時支援特別加算 

（算定回数） 
コード値 １ 

入院時支援特別加算の報酬上算

定できる回数を設定する 
○ ○ ○  

４１ 
帰宅時支援加算 

（サービス提供回数） 
コード値 １ 設定しない     

４２ 
帰宅時支援加算 

（算定回数） 
コード値 １ 設定しない     



 

－ １６８ － 
 

 
２．３．２ 都道府県等審査結果資料情報（入力情報） 

（１） 審査結果票情報 
国保連合会の点検結果通りの場合は、審査結果票情報を国保連合会に提出する。また、その

場合は、審査結果一覧情報を提出する必要はない。 

項番 項目名 
属性 

（※Ｚ） 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 

必須入力 

（※１） 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 交換情報識別番号を設定する ◎ ※Ｂ 

２ レコード種別コード コード値 ２ ０１を設定する（基本情報レコード） ◎  

３ 証記載都道府県等番号 コード値 ６ 
受給者証に記載された都道府県等番

号を設定する 
◎ ※Ｃ 

４ 証記載都道府県等名 漢字 ４０ 
受給者証に記載された都道府県等名を

設定する 
◎  

５ 受付年月 コード値 ６ 
受付年月（西暦年月 YYYYMM）を設定

する 
◎ ※Ｙ 

６ 

計 

点検件数 数値 １２ 点検件数を設定する ◎  

７ 正常件数 数値 １２ 件数を設定する ◎  

８ 警告件数 数値 １２ 件数を設定する ◎  

９ エラー件数 数値 １２ 件数を設定する ◎  

１０ 請

求

額 

給付費 数値 １２ 給付費を設定する ◎  

１１ 特別対策費 数値 １２ 特別対策費を設定する ○ ※２ 

１２ 
自治体助成分請求

額 
数値 １２ 自治体助成分請求額を設定する ○  

１３ 
高額障害児通所給

付費 
数値 １２ 設定しない   

１４ 審査年月日 コード値 ８ 
審査年月日（西暦年月日 YYYYMMDD）

を設定する 
◎ ※Ｙ 

 
※１：必須入力 ◎：必須項目､○：請求内容により必要､△：任意設定､空白：不要 

※２：サービス提供年月が平成２５年４月以降は、設定しない。 

※Ｂ：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅱ．障害児支援 2.2 インタフェース一覧」参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 

※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。 

 



 

－ １７３ － 
 

 
２．３．５ 過誤申立書情報（入力情報） 

（１） 過誤申立書情報 

項番 項目名 
属性 

（※Ｚ） 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 

必須入力 

（※１） 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
過誤申立書情報の識別番号を設

定する 
◎ ※Ｂ 

２ 申立年月日 コード値 ８ 
過誤申立の申立年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 
◎ ※Ｙ 

３ 事業所番号 コード値 １０ 
サービス提供事業所番号を設定

する 
◎ ※Ｃ 

４ 証記載都道府県等番号 コード値 ６ 
受給者証に記載された都道府県

等番号を設定する 
◎ ※Ｃ 

５ 受給者証番号 英数 １０ 受給者証番号を設定する ◎ ※Ｃ 

６ サービス提供年月 コード値 ６ 

過誤申立の対象となるサービス

提供年月（西暦年月(YYYYMM)）

を設定する 

◎ ※Ｙ 

７ 申立事由コード 英数 ４ 過誤申立の事由コードを設定する ◎ 
※２ 

※Ｃ 

※１：必須入力 ◎：必須、○：請求内容により必須、△：任意設定、空白：不要 

※２：申立事由コードは、４桁の英数字属性のコードとし、申立情報作成の都度入力を行う。 

（１）過誤申立事由コード構成（上２桁：様式番号、下２桁：申立理由番号）は、以下のとおり。 
 

 

 

 

 

 

 

（２）明細書を過誤とした場合は、サービス提供実績記録票および処遇改善助成金（※３）も過誤とする。 

（３）利用者負担上限額管理結果票は過誤対象ではなく、事業所インタフェースで修正／取消を行う。 
（４）請求支払額確定後の利用者負担上限額管理結果票の修正はエラーとなるが、利用者負担上限額管

理票を修正する場合は、過誤申立を行い、請求明細書と利用者負担上限額管理票を再度提出する。 
※３：サービス提供年月が平成２４年３月までの処遇改善助成金。 

※Ｂ：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅱ．障害児支援 2.2 インタフェース一覧」参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 

※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。 

【様式番号】（上 2 桁） 
40：障害児施設給付費明細書（様式第二） 
（サービス提供年月が平成 24 年 3 月まで使用） 
41：障害児通所給付費・入所給付費等明細書（様式第二） 
（サービス提供年月が平成 24 年 4 月以降使用） 
 

【申立理由番号】（下 2 桁） 
01：台帳誤り修正による都道府県等申立の過誤調整 
02：請求誤りによる実績取り下げ 
09：時効による都道府県等申立の取り下げ 
11：台帳誤り修正による事業所申立の実績取り下げ 
32：提供実績記録票誤りによる実績の取り下げ 
33 上限の誤りによる実績取り下げ 
90：その他の事由による台帳過誤 
99：その他の事由による実績の取り下げ 



 

－ １８６ － 
 

項番 項目名 
属性 

（※Ｚ） 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 

必須入力 

（※１） 
備考 

１５ 世帯算定所得区分 英数 ２ 
世帯基準となる所得区分コードを設定

する 
◎ ※Ｃ 

１６ 世帯算定基準額 数値 ６ 算定基準額を設定する ◎  

１７ 介
護
保
険
情
報 

保険者番号 コード値 ６ 
介護保険の保険者番号を設定する

（介護保険情報との世帯合算に使用） 
  

１８ 被保険者番号 英数 １０ 
介護保険の被保険者番号を設定する

（介護保険情報との世帯合算に使用） 
  

１９ 支給申請書出力の有無 コード値 １ 支給申請書出力の有無を設定する ◎ 

1：出力無し 

2：一覧のみ 

3：出力有り 

※５ 

２０ 帳票出力順序コード 英数 ３ 
都道府県コード等の任意のコードを設

定する（帳票出力のソートで使用する） 
○ ※６ 

 

※１：必須入力 ◎：必須、○：パターン毎に必須、△：任意設定、空白：不要） 

※ ２：受給者台帳が終了している場合、高額障害福祉サービス費世帯等異動連絡票情報、高額障害児 

給付費世帯等異動連絡票情報も終了していると判断されるため、“終了”を設けていない。 

※ ３：世帯集約番号は下記ルールにより、都道府県、市町村間で番号を協議し、設定する。 

  （１）世帯集約番号構成（英数：10 桁） 

1 桁目 2 桁目 3 桁目 4 桁目 5 桁目 6 桁目 7 桁目 8 桁目 9 桁目 10 桁目 

 

 

都道府県番号 都道府県番号を設定する。 

市町村番号 都道府県内で一意の番号を設定する（都道府県と協議し番号を設定する）。 

連番 市町村内で重複しないように設定する。 

 

  （２）世帯集約番号について 

      市町村・都道府県が、高額障害福祉サービス費・高額障害児通所給付費・高額障害児入所給

付費の支払を国保連合会に委託する場合、市町村は、受給者異動連絡票情報（基本情報・支給

決定情報）に加え、高額障害福祉サービス費世帯等異動連絡票情報を国保連合会に提出する必

要がある。 

      また、都道府県は、障害児支援受給者異動連絡票情報（基本情報・支給決定情報）に加え、高

額障害児給付費世帯等異動連絡票情報を国保連合会に提出する必要がある。 

      なお、高額障害福祉サービス費世帯等異動連絡票情報と高額障害児給付費世帯等異動連絡

票情報には、高額計算の世帯合算で使用する「世帯集約番号」を設定する必要がある。 

    

都道府県番号 市町村番号 連番 



 

－ ２７６ － 
 

項番 項目名 
属性 

（※Ｚ） 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 

必須 

入力 

（※１） 

備考 

３４ 

請
求
額
集
計
欄 

合
計 

請
求
額 

特別対策費 数値 １０ 

サービス提供年月が平成 24 年 4 月以降は、新体系

定着支援に係る請求額を設定 

サービス提供年月が平成 21 年 10 月以降は、事業運

営安定化に係る請求額を設定 

サービス提供年月が平成 21 年 9 月以前は、特別対

策費である激変緩和加算に係る請求額を設定 

○ ※５ 

３５ 
自治体助成分請求

額 
数値 ６ 利用者負担額のうち自治体が助成する額を設定する ○  

３６ 

特
定
入
所
障
害
児 

食
費
等
給
付
費
（
合
計
） 

算定日額 数値 ４ 算定する日額を設定する ○  

３７ 日数 数値 ２ 算定する日数を設定する ○  

３８ 給付費請求額 数値 ５ 特定入所障害児食費等給付費の請求額を設定する ○  

３９ 実費算定額 数値 ６ 利用者が負担する実費の額を設定する ○  

４０ 受付年月 コード値 ６ 請求受付年月（西暦年月 YYYYMM）を設定する ◎ ※Y 

４１ 点検結果 コード値 １ 点検結果を設定する ○ 

1:正常 

2:警告 

3:エラー 

4:過誤 

5: 過 誤 の

取下 

 

※１：必須入力(入力識別番号毎) ◎：必須項目､○：請求内容により必要､△：任意設定､空白：不要 

※２：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅳ．給付実績交換処理 １．３．１（２）入力識別番号一覧」参照。 

※３：整理番号は、都道府県等内で一意となるように設定する。 

※４： “１” ： 管理事業所で利用者負担額を充当したため、他事業所の利用者負担は発生しない。 

    “２” ： 利用者負担額の合計額が、負担上限月額以下のため、調整事務は行わない。 

    “３” ： 利用者負担額の合計額が、負担上限月額を超過するため、下記のとおり調整した。 

※５：サービス提供年月が平成２５年４月以降は、設定しない。 

※Ｂ：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅳ．給付実績交換処理 1.2 インタフェース一覧」参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 

※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。 

 



 

－ ２８０ － 
 

項番 項目名 
属性 

（※Ｚ） 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 

必須 

入力 

（※１） 

備考 

２３ 

請
求
額
集
計
欄 

決定利用者負担額 数値 ６ 

算定した結果の利用者負担額を設定する（自

治体助成分請求額を控除する前の利用者負

担額である） 

◎  

２４ 

請
求
額 

給付費 数値 １０ 給付費請求額を設定する ◎  

２５ 
高額障害児通所給

付費 
数値 １０ 設定しない   

２６ 特別対策費 数値 １０ 

サービス提供年月が平成 24 年 4 月以降は、新

体系定着支援に係る請求額を設定 

サービス提供年月が平成 21 年 10 月以降は、

事業運営安定化に係る請求額を設定 

サービス提供年月が平成 21 年 9 月以前は、特

別対策費である激変緩和加算に係る請求額を

設定 

○ ※４ 

２７ 自治体助成分請求額 数値 ６ 
利用者負担額のうち自治体が助成する額を設

定する 
○  

２８ 
特
定
入
所
障
害
児
食
費
等
給
付

費 

算定日額 数値 ４ サービス種類ごとに算定する日額を設定する ○  

２９ 日数 数値 ２ サービス種類ごとに算定する日数を設定する ○  

３０ 給付費請求額 数値 ５ サービス種類ごとに給付費請求額を設定する ○  

３１ 実費算定額 数値 ６ 
サービス種類ごとに利用者が負担する実費の

額を設定する 
○  

３２ 

利
用
日
数
管
理
票 

対象期間（開始） コード値 ６ 設定しない   

３３ 対象期間（終了） コード値 ６ 設定しない   

３４ 当月の利用日数 数値 ２ 設定しない   

３５ 原則日数の総和 数値 ３ 設定しない   

３６ 受付年月 コード値 ６ 請求受付年月（西暦年月 YYYYMM）を設定する ◎ ※Y 

３７ 点検結果 コード値 １ 点検結果を設定する ○ 

1:正常 

2:警告 

3:エラー 

4:過誤 

5: 過 誤 の

取下 

※１：必須入力(入力識別番号毎) ◎：必須項目､○：請求内容により必要､△：任意設定､空白：不要 

※２：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅳ．給付実績交換処理 １．３．１（２）入力識別番号一覧」参照。 

※３：整理番号は、都道府県等内で一意となるように設定する。 

※４：サービス提供年月が平成２５年４月以降は、設定しない。 

※Ｂ：「インタフェース仕様書 都道府県編 Ⅳ．給付実績交換処理 1.2 インタフェース一覧」参照。 

※Ｃ：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。 

※Ｙ：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項」参照。 

※Ｚ：「インタフェース仕様書 共通編 1.3 表記法」参照。 


	抜粋版_表紙



